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方針
計画の
意義等 現況分析 将来像

⽬標

⽬標

⽬標

広域連携プロジェクト

広域連携プロジェクト

広域連携プロジェクト

計画の推進等

中間とりまとめ（素案）※R6.12.23公表
広域連携プロジェクト検討状況 ※R6.12.23公表

基本的な考え⽅ ※R5.7.5 公表

施策

個別事業

施策群

施策群

施策群 施策

施策

個別事業

個別事業

●計画の意義等 ︓計画の意義、計画の位置付け、計画期間、計画区域など

●現状・課題 ︓中国圏を取り巻く状況の変化、中国圏の有するポテンシャル、中国圏の課題

●将来像 ︓現況分析を踏まえ、2050年、更にその先の⻑期を⾒据えて⽬指す地域の概括的な⽅向性

●⽬標 ︓将来像で⽰された概括的な⽅向性を分野ごとに具体化し、今後概ね10年間で⽬指すべき⽬標

●主要な施策 ︓「⽬標」を達成するために、広域の⾒地から⾏う必要がある主要な施策を記載

︓⽬標を達成するために必要な広域性、戦略性、総合性、実効性の全ての性質を備えたプロジェクト

︓広域連携プロジェクトを推進するための、より具体化された取組、それらを⼩⾒出しでまとめたものが施策群

︓各主体が⾏う施策を構成する最⼩単位の事業

計画の推進等 ︓多様な主体の参画・協働、他圏域との連携、他計画・施策との連携、計画の進捗管理など、計画の推進に必要な事項

計画の意義等

現況分析

将来像

⽬標

主要な施策

広域連携プロジェクト

個別事業

施策群 施策

計画の推進等

主要な施策

中間とりまとめ（案）※R7.10.22公表 ※中間とりまとめ（案）では、個別事業は計画本文に掲載せず、
個別事業の取組例（数事例）を概要版で公表



計画の理念

現況分析基本戦略基本戦略
将来像

主要な施策
広域連携プロジェクト

施策群・施策・個別事業

⽬標広域性・戦略性
総合性・実効性
広域性・戦略性
総合性・実効性

主要な施策︓「⽬標」を達成するために、広域の⾒地から⾏う必要がある主要な施策を記載
広域連携プロジェクト︓⽬標を達成するために必要な広域性、戦略性、総合性、実効性の全ての性質を備えたプロジェクト
施策群 ︓施策を⼩⾒出しでまとめたもの
施策 ︓広域連携プロジェクトを推進するための、より具体化された取組
個別事業 ︓各主体が⾏う施策を構成する最⼩単位の事業

広域性:物理的な広域性（都道府県横断プロジェクトのような県境を跨いで実施するものや
圏域内の各⾃治体が同じビジョンに基づき広域にわたって共通に実施するもの）⼜は
当該圏域に広域的な効果・影響（物流、⼈の流れ、雇⽤、先進性等）があること。

戦略性:⽬標の達成のために戦略的に必要不可⽋となるプロジェクトであること。

総合性:多様な主体が関与し、多様な⼿段（ハード・ソフト）の組み合わせ（道路事業、河
川事業等の分野別個別事業は重要なツールの⼀部）によって構成されること。

実効性:以下の事項を総合的に考慮し、実効性を有すると判断されること。
・ 関係主体（⺠間を含む）の合意や具体的な動き（⾒通し）
・ 財政規律への配慮（予算確保の蓋然性）・ 計画期間内での効果の発現可能性

中国圏を取り巻く状況の変化
中国圏の有するポテンシャル
中国圏の課題

計画全体の軸とすべき考え⽅
※中国圏独⾃

現況分析を踏まえ、2050年、
さらにその先の⻑期を⾒据えて
⽬指す地域の概括的な⽅向性

計画の理念に基づき、将来像を
達成するための基本的な進め⽅
※中国圏独⾃

将来像で⽰された概括的な⽅向
性を分野ごとに具体化し、今後お
おむね10年間で⽬指すべき⽬標

中国圏広域地⽅計画に関する策定の枠組み
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基本的な考え方（R5.7.5）



第１章 多様な主体の参画・協働
第１節⼀体的な推進体制
第２節多様な主体との連携

第２章 他計画・施策との連携
第３章 計画の進捗管理

第１章 広域連携プロジェクト（暮らし）
第１節 中国圏発の地域⽣活圏形成プロジェクト
１. 魅⼒とつながりによる持続可能な圏域の形成
２. 魅⼒的な拠点都市機能強化と中⼩都市の振興
３. 中⼭間・島しょ部における持続可能な⽣活サービス機能の維持・確保
４. 多様な関係⼈⼝の拡⼤・深化による活躍⼈⼝の創出

第２節 「全国的な回廊ネットワーク」を⽀える重層的な交通ネットワーク形成プ
ロジェクト

１. 海外含め圏域内外で対流促進させる重層的なネットワークの形成
２. 共創（関係者の連携・協働）や地域交通DX・交通GX による地域公共交

通の「リ・デザイン」（再構築）
３. 東アジアや欧⽶各国を始めとする海外との交流推進

第２章 広域連携プロジェクト（産業・経済）
第１節 「ものづくり」の競争⼒強化と産業構造転換プロジェクト
１. ものづくり産業のDX等による競争⼒強化
２. 基幹産業の競争⼒強化に直結する物流機能の強化
３. カーボンニュートラルを⾒据えた産業構造の転換

第２節 地域産業の成⻑化プロジェクト
１. 農林⽔産業の成⻑産業化
２. 地域資源を活⽤した地域産業の育成と新たな産業の創出による「令和の⾥

⼭・⾥海づくり」
第３節 連携と対流によるインバウンド及び広域観光促進プロジェクト
１. 多様な連携によるインバウンド及び広域観光の推進

第３章 広域連携プロジェクト（安全・安⼼）
第１節 総⼒戦で挑む防災・減災プロジェクト
１. 総⼒戦で挑む防災・減災対策等の推進
２. 安全で安⼼な住宅やまちづくりの推進
３. 災害時における圏域内外のバックアップ体制の強化

第２節 戦略的インフラメンテナンス推進プロジェクト
１. 総⼒戦で取り組む次世代のインフラ⽼朽化対策の推進

第４章 広域連携プロジェクト（グリーン国⼟）
第１節 地域脱炭素化及び⽣物多様性保全推進プロジェクト
１. 地域脱炭素化の推進
２. 美しく豊かな⾃然環境の保全・再⽣
３. 地域資源循環の向上
４. 最適な国⼟の利⽤・管理

第２節 歴史・⽂化の次世代継承プロジェクト
１. 多彩な歴史・⽂化の継承

第５章 広域連携プロジェクト（他圏域連携）
第１節 他圏域との広域連携プロジェクト
１. 圏域を超えた⽣活圏形成
２. ⻄⽇本回廊形成
３. ⻄⽇本カーボンニュートラルエリア形成
４. ⻄⽇本物流効率化
５. ⻄⽇本広域観光
６. ⻄⽇本広域防災
７. 瀬⼾内海等の環境保全・再⽣

第４部 中国圏における主要な施策

第３部 中国圏における基本戦略と⽬標

第２節 産業集積や地域資源を⽣かし、官⺠連携によって持続的に成⻑す
る中国圏

中国圏が強みとするものづくり産業を中⼼に⽣産性向上と国際競争⼒の強化を図ると
ともに、 2050年カーボンニュートラルの実現に向けた技術開発、設備投資、地域資源
の活⽤やイノベーションの創出等による産業の安定化や新たな産業振興による持続可
能な産業への構造転換を図り、官⺠連携によって持続的に成⻑する中国圏を⽬指す。

第３節 激甚化する災害から命と暮らしを守り、誰もが安全で安⼼に住み続
けることができる中国圏

気候変動に伴い激甚化・頻発化する⾃然災害に対して、事前防災の観点から産学官
⺠の多様な主体が総⼒を結集し、砂防、河川、下⽔道、道路等のインフラ整備やメン
テナンスを推進するとともに、デジタル技術を積極的に活⽤したソフト施策を推進し、誰も
が安全で安⼼して住み続けることができる中国圏を⽬指す。

第４節 美しく豊かな⾃然環境と多様な歴史・⽂化を次世代に引き継ぐグ
リーンな中国圏

⽇本海と瀬⼾内海という２つの海、それらに挟まれた中国⼭地など中国圏の多様性の
源である、美しく豊かな「⾃然」と、この⾃然が育んだ地域特有で多様な「歴史」と「⽂
化」を次世代に継承し、グリーンな中国圏を⽬指す。

第２部 中国圏の将来像

第１章 「暮らし」を取り巻く状況の変化
・全国に先駆けた⼈⼝減少（2022-2050年︓⼈⼝143万⼈減）
・特に、中⼭間・島しょ部等で⽣活サービス機能の維持・確保が難しく、地域の
存続危機
・若年⼥性の東京圏への流出が顕著で、更なる都市の魅⼒向上が課題
・⾼規格道路は、未整備区間や暫定２⾞線区間が多く存在
・公共交通事業者の経営が圧迫、買い物、医療・福祉施設等へのアクセスや
通勤・通学に不可⽋な地域の移動⼿段の確保が危惧
・⾃然と⽣活が密着した「⾥⼭・⾥海」が多くそれぞれの暮らしから育まれた多様
な歴史と⽂化

第２章 「産業・経済」を取り巻く状況の変化
・産業集積地より排出される⼤量のCO2は重要な課題であり、2050年カーボ
ンニュートラルの実現に向けた脱炭素化やこれを契機とした新産業の創出が求
められている
・緊迫化する国際情勢によるグローバルサプライチェーンの⼨断やエネルギー・⾷
料等の価格⾼騰に加え、急激な円安の進⾏が、社会経済活動に多⼤な影響
・持続可能な物流の実現に向けた取組が求められている
・中⼩企業（従業員ベース）の割合が約８割以上と⾼く、企業の後継者不
在率が、北海道に次いで全国２位

第３章 「安全・安⼼」を取り巻く状況の変化
・近年の気候変動に伴い、⼟砂災害や河川氾濫等による⾃然災害が激甚
化・頻発化
・⼟砂災害警戒区域等の指定が多い（広島県１位、島根県３位、⼭⼝県６位）
・平成30年７⽉豪⾬災害では多数の犠牲者。多くが⾼齢者であり、逃げ遅れ
などが主な要因
・急速に進⾏するインフラ⽼朽化は⼤きな社会問題

第４章 「⾃然・歴史・⽂化」を取り巻く状況の変化
・荒廃農地⾯積の約７割が再⽣利⽤が困難と⾒込まれる荒廃農地であり、地
域の将来像や⼟地の使い⽅等を地域が主体となって考える取組が必要
・美しく豊かな⾃然と多様な歴史・⽂化の次世代への継承が重要
・3つの国⽴公園や⼭陰海岸ジオパークなどの世界的に認められる⾃然環境、
ユネスコ無形⽂化遺産、古代遺跡、社寺、歴史的町並み、など地域特有の
歴史・⽂化が存在

第１部 中国圏の特性と課題

はじめに
（１）計画の意義・位置付け
（２）計画期間 2050年、更にその先の⻑期を⾒据えたおおむね10年間
（３）計画区域 中国圏（⿃取県、島根県、岡⼭県、広島県、⼭⼝県）

第１章 計画の理念
「活躍⼈⼝の創出、地域資源が持つ⼒を最⼤限発揮し、あらゆるつながり
を再構築・強化することで、持続的に成⻑させる」

⼈⼝縮⼩社会や2050年カーボンニュートラルに向けた課題解決先進地
域としての気概を持ち、地域のあらゆるつながりの再構築・強化により発揮
される「地域⼒」を⾼めることで、⽣活サービス機能の維持・確保と稼げる
産業の創出の両輪を進めていくとともに、そうした取組を総⼒戦による安
全・安⼼確保と脱炭素・地域資源の循環によるグリーンな地域の実現に
よって下⽀えする。これらによって、中国圏の持続的な成⻑に向けた好循
環へと転換させ、誰もが⾃分らしく活躍でき、安⼼して暮らし続けることが
できる豊かで魅⼒ある地域につくりかえていく。

第２章 ４つの将来像
第１節 誰もが⾃らの意思でライフスタイルを選択でき、活き活

きと暮らし続けることができる中国圏
「デジタルとリアルの融合」によって圏域内外の対流が促進され、多様な⾃
然・歴史・⽂化を⽣かしながら、誰もが⾃らの意思でライフスタイルを選択
でき、活き活きと暮らし続けることができる中国圏を⽬指す。

第１章 「誰もが⾃らの意思でライフスタイルを選択でき、活き活きと暮らし
続けることができる中国圏」に向けた基本戦略と⽬標

第１節 基本戦略（暮らし）
デジタルとリアルの融合と広域的かつ重層的な交通ネットワークの形成等によって、誰も
が⽣活と仕事と遊びが圏域内で完結できる環境を創出

第２節 ⽬標（暮らし）
1.デジタル技術の活⽤や官⺠連携による個性を⽣かした地域⽣活圏の形成
2.重層的なネットワーク形成による圏域内外の対流促進

第２章 「産業集積や地域資源を⽣かし、官⺠連携によって持続的に成⻑
する中国圏」に向けた基本戦略と⽬標

第１節 基本戦略（産業・経済）
産業集積を⽣かした競争⼒強化と持続可能な産業の構造転換および地域資源を⽣
かした魅⼒的な新産業を創出

第２節 ⽬標（産業・経済）
1.ものづくり産業の競争⼒強化とカーボンニュートラルの実現等に向けた持続可能な産

業への構造転換
2.中⼭間・島しょ部における地域産業の振興
3.観光振興による地域経済の活性化

第３章 「激甚化する災害から命と暮らしを守り、誰もが安全で安⼼に住み
続けることができる中国圏」に向けた基本戦略と⽬標

第１節 基本戦略（安全・安⼼）
地域総動員で防災対応機能やリダンダンシーを確保しつつ、インフラ機能を整備するとと
もに、災害時のみならず平時にも有効に活⽤されるフェーズフリーな活⽤環境の整備を
推進

第２節 ⽬標（安全・安⼼）
1.総⼒戦で挑む強靭な圏域整備と安全・安⼼の推進
2.インフラ⽼朽化対策の推進

第４章 「美しく豊かな⾃然環境と多様な歴史・⽂化を次世代に引き継ぐグ
リーンな中国圏」に向けた基本戦略と⽬標

第１節 基本戦略（グリーン国⼟）
地域のつながり・⾃然共⽣・地域循環を意識した⾃然資源・⽣態系や歴史・⽂化等の
地域資源を積極的に保全・継承

第２節 ⽬標（グリーン国⼟）
1.豊かな⾃然環境の保全・再⽣と脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進
2.地域特有の歴史・⽂化の次世代への継承

第５部 計画の推進管理等
い い

い い

中国圏広域地⽅計画の構成
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⼈と⾃然が共⽣する暮らしと⾵⼟

＜地形の特徴＞
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⼭地・丘陵地の割合が88％と
全圏域で最も⾼い

※出典︓
国⼟交通省「国⼟統計要覧
（平成28年）」を基に作成

＜⼭陽と⼭陰が近接し、なだらかな⼭間部＞

※出典︓国⼟交通省「第⼆次中国圏広域地⽅計画説明資料」

第１部 中国圏の特性と課題（「暮らし」を取り巻く状況の変化）

＜総⾯積に占める居住地域の割合＞

中国地方の断面図 東北地方の断面図

なだらかな⼭間部

⼭陰⼭陽が近接

総⾯積に占める居住地域の
割合が64％と⾸都圏に次

いで⾼い

※出典︓
国⼟グランドデザイン2050
⼈⼝関係参考資料
（国⼟交通省）

＜居住地域の分布図＞

※出典︓令和2年国勢調査 世界測地系（1kmメッシュ）⼈⼝及び世帯



※出典︓⿃取県庁HP、岡⼭県HP、⼭⼝県HP、しまね観
光ナビ、うちの郷⼟料理（農林⽔産省HP）、農林⽔産省
「広島県の農林⽔産業の概要」、総務省「広島県が誇る統
計データ⽇本⼀をご紹介」
（最終確認⽇︓R6.11.20）

※出典︓⽇本野球機構、Ｊリーグ
公式ウェブサイト、ジャパンバレーボー
ルリーグWEBサイト、B.LEAGUE公
式WEBサイト、JAPAN RUGBY 
LEAGUE ONE公式ウェブサイト、バ
ドミントンＳ/Ｊリーグ部会、⼀般社
団法⼈ホッケージャパンリーグ
（R7.11時点）

⼈と⾃然が共⽣する暮らしと⾵⼟

6

＜主な⾷⽂化＞

⽇本海、瀬⼾内海、中国
⼭地の⾃然の恵みから育
まれた多様で個性ある⾷

⽂化が存在

各県に多様なプロスポーツ
チームが存在

（特に広島県に1部リーグ
のチームが集積）

うち1部チーム数都道府県

02鳥取県

34島根県

16岡山県

518広島県

24山口県

＜主なスポーツチーム＞

赤文字：１部リーグ ※出典︓スポーツアクティベーションひろしま
（最終確認⽇︓R6.11.20）

第１部 中国圏の特性と課題（「暮らし」を取り巻く状況の変化）



全国に先駆けた⼈⼝減少・⾼齢化

＜⼈⼝減少率（2020→2050年） ＞

＜⼈⼝推移＞

出典︓総務省「国勢調査（1945〜2020 年）」、総務省「⼈⼝推計（2024 年10 ⽉1 ⽇現在）」、国⽴社
会保障・⼈⼝研究所「将来推計⼈⼝（2023 年）」を基に作成

※1945〜2020年の国勢調査における⼈⼝総数は年齢の「不詳」を含む
※端数処理のため、計算が合わない場合がある

※「中⼭間地域」は、下記条例等より中⼭間地域（市町村全域）
に 指定される市町村とする
⿃取県︓「⿃取県みんなで取り組む中⼭間地域振興条例」
島根県︓「島根県中⼭間地域活性化基本条例」
岡⼭県︓「岡⼭県中⼭間地域の振興に関する基本条例」
広島県︓「広島県中⼭間地域振興条例」
⼭⼝県︓「⼭⼝県中⼭間地域づくりビジョン」

※出典︓総務省「国勢調査（2020 年）」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「将来推計⼈⼝（2023 年）」
を基に作成

⼈⼝が50%以上減少（半減）
する市町村は全体の約２割

（⼭⼝県・⿃取県では約３割）

第１部 中国圏の特性と課題（「暮らし」を取り巻く状況の変化）

7

＜過疎地域の⼈⼝規模別集落割合（全国・中国）＞

※出典︓令和6年度 過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査（国⼟交通省）を基に作成

50⼈未満の⼩規模な集落は
全圏域で最も多い

過
疎
地
域

の
人

口
規

模
別

集
落

割
合
（
％
）

＜若年⼥性（15〜24歳）の転出先割合（令和7年）＞※⾃県への転出を除く

※三大都市圏／東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県、大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

若年⼥性の三⼤都市圏
への流出が顕著

※出典︓総務省「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告（令和7年）」を基に作成



中⼭間・島しょ部等における地域の存続危機

8

＜⼈⼝10万⼈以上の中核都市からの時間圏域＞ ＜⾼規格幹線道路の整備状況図＞

⼈やモノの流動を⽀える⻄⽇本の要衝

居住地域

＜居住地域分布、地理的優位性＞

近畿圏、九州圏、四国圏に
隣接した⻄⽇本の結節点

⽐較的なだらかな中国⼭地
や瀬⼾内海の島々など隅々
まで居住地域が広く分布

東アジアと近接

※出典︓総務省「国勢調査（令和２年度）」を基に作成

第１部 中国圏の特性と課題（「暮らし」を取り巻く状況の変化）

山陰道：整備率 61%（230km/380km：下関～鳥取）

→山陽自動車道全線開通から約30年で半分程度の進捗

※事業中延長は25％ ※R7/4/1時点

中国自動車道：1983年全線開通

（540.3km：下関～吹田）

山陽自動車道：1997年全線開通 （460.9km：下関～神戸）

→中国自動車道全線開通から14年後に全線開通



小野田線

ローカル線全区間の約５割程度が
輸送密度2,000人/日未満

53%

81%

77%

63%

60%

73%

66%

32%

15%

19%

30%

32%

22%

27%

12%

2%

3%

5%

6%

4%

5%

4%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

⿃取県

島根県

岡⼭県

広島県

⼭⼝県

中国圏

通勤時間30分未満【世帯】 通勤時間30分〜1時間【世帯】 通勤時間1時間〜1時間30分【世帯】 通勤時間1時間30分以上【世帯】

93%

暮らしに必要不可⽋な移動⼿段の弱体化

9※出典︓第２回運営会議資料（中国運輸局交通企画課）より抜粋

＜JR路線図および輸送密度（令和5年度実績、JR⻄⽇本のみ）＞

＜乗合バス事業の現況＞

※出典︓JR⻄⽇本「データで⾒るJR⻄⽇本（2024年）」を基に作成

輸送密度：旅客営業キロ１ｋｍあたりの１日平均旅客輸送人員

地⽅での暮らしの魅⼒・関⼼の⾼まり
＜保育所待機児童数＞

中国圏における通勤時間
１時間未満は９割以上

＜通勤時間別世帯数の割合＞

※出典︓総務省「住宅及び世帯に関する基本集計（令和５年）」を基に作成

保育所待機児童が少ない

※出典︓厚⽣労働省「保育所待機児童数の状況
（令和７年）」を基に作成

＜住みたい⽥舎ベストランキング＞

※出典︓⽥舎暮らしの本WEBより
「2025年版 第13回「住みたい⽥舎ベストランキング」

（宝島社）
※出典︓しまね移住情報ポータルサイト「くらしまねっと」HP

第１部 中国圏の特性と課題（「暮らし」を取り巻く状況の変化）

1 - １千人/日
1千 – 2千人/日
2千 – 5千人/日
5千 – 1万人/日
1万 – 3.5万人/日

人口3万人以上の市役所（町役場）

◆人口5000人未満

飯南町：第１位 （子育て世代部門）

第２位 （シニア世代部門）

◆人口１万人以上3万人未満

琴浦町：第２位 （総合）

第3位 （若者世代・単身者部門）

◆人口３万人以上５万人未満

雲南市：第１位 （若者世代・単身者部門）

倉吉市：第１位 （シニア世代部門）

◆人口10万人以上20万人未満

山口市：第3位 （総合部門）

◆人口20万人以上

下関市：第１位 （総合、子育て世代部門、シニア世代部門）

第２位 （若者世代・単身者部門）

⼈⼝規模によらず、
幅広い世代の部⾨

でランクイン



⽇本の国際競争⼒を⽀えるものづくり産業の強み

第１部 中国圏の特性と課題（「産業・経済」を取り巻く状況の変化）

<中国圏のオンリーワン・ナンバーワン企業>

瀬⼾内海地域を中⼼にものづく
り産業のオンリーワン・ナンバー

ワン企業が数多く集積

※出典︓中国経済連合会 「中国地⽅の輝く企業（2024.11最終閲覧）」を基に作成

⽇本海側地域にも⾮製造業のオンリーワ
ン・ナンバーワン企業が集積

●株式会社エッグ
ふるさと納税システム

●島根電⼯株式会社
住まいのおたすけ隊とそのフランチャイズ展開

●松江⼟建株株式会社
WEPシステム

●株式会社オネスト
調達業務改⾰WEB-EDI「ｅ商買®」

●株式会社ネットワーク
応⽤通信研究所
オブジェクト指向プログラミング⾔語「Ruby」

●⽇本セラミック株式会社
⾞載⽤超⾳波センサ

（国内シェア70％、世界シェア20％）

●有限会社ひよこカンパニー
平飼い鶏卵「天美卵」

●株式会社チュウブ
芝⽣（国内シェア58％）

●ナカシマプロペラ株式会社
船舶⽤推進機器（固定ピッチプロペラ）

（国内シェア約100％、世界シェア約30％）

●株式会社フジワラテクノアート
醸造⽣産技術（国内シェア80％）

●株式会社リプロ
再⽣プラスチック製標識杭

（国内シェア60％）

●株式会社ショーワ
ナイロンインディゴ染めデニム

●中国塗料株式会社
船舶⽤塗料

（国内シェア60％、世界シェア20％）

●株式会社サタケ
⼤型精⽶機

（国内シェア70％、世界シェア70％）

●株式会社エフピコ
エコトレー、エコAPETトレー

（国内シェア40％）

●王⼦ゴム化成株式会社
ライニング商品

（国内シェア50％、世界シェア30％）

●株式会社⻑府製作所
太陽熱、排熱利⽤給湯空調換気シス

テム「OMX」

●株式会社サンライン
釣⽷「ブラックストリームマークⅩ」

●株式会社ニシエフ
FRP製⼤型漁船（国内シェア100％）

●株式会社シンコー
舶⽤LNGポンプ

（国内シェア100％、世界シェア90％）

●株式会社コプロス
ケコム⼯法とバイオガス発電プラント

●株式会社メイト
プラスチックマグネット材料

●三島⾷品株式会社
⾚しそふりかけ「ゆかり®」

（国内シェア90％、世界シェア90％）

<従業者1⼈当たり製造品出荷額>

※出典︓総務省・経済産業省 「2024年経済構造実態調査（2023年実績）」を基に作成

※出典︓ 環境省「部⾨別CO2排出量の現況推計
都道府県別データ（2022年度）」を基に作成

＜圏域別部⾨別CO2排出量＞

2050年カーボンニュートラルを契機とした持続可能な産業の振興

10

・⾸都圏・近畿圏・中部
圏に次ぐCO2排出量

・特に、産業部⾨が突出

製造業
⾮製造業

従業者1⼈当たり製造品出荷額
は中国圏が全国１位

一般廃棄物 運輸

民生(家庭・業務) 産業



〇地域ブロック別後継者不在率 〇都道府県別後継者不在率
順位 地域 後継者不在率 順位 都道府県 不在率
1位 北海道 65.7% 1位 秋⽥県 72.3%
2位 中国 58.9% 2位 ⿃取県 70.6%
3位 四国 57.0% 3位 島根県 66.5%
4位 東北 54.0% 4位 北海道 65.7%
5位 九州 52.9% 5位 沖縄県 65.3%
6位 北陸 52.4% 6位 愛媛県 61.4%
7位 関東 51.8% 7位 ⼤分県 61.3%
8位 中部 49.9% 8位 神奈川県 60.5%
9位 近畿 46.9% 9位 徳島県 60.2%

10位 ⾼知県 60.0%
全国平均 52.1% ⁝

15位 岡⼭県 57.3%
16位 広島県 56.6%
17位 ⼭⼝県 56.4%

中⼩企業における⽣産性の向上
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九
州

地域別中⼩企業の割合（従業者数ベース）

※出典︓財務省 「法⼈企業統計調査」を基に作成
（注1）︓IT装備率＝IT資本ストック（無形固定資
産ソフトウェア）÷従業員数。
（注2）︓⼤企業は資本⾦10億円以上の企業、中
⼩企業は資本⾦1億円未満の企業としている。

＜中⼩企業の割合（従業者ベース）＞

中⼩企業が
8割以上

＜【全国】IT装備率・労働⽣産率
（令和6年度）＞

※出典︓中⼩企業庁 「中⼩企業庁統計データ
（2021年）」を基に作成
（注1）︓各地域に本社がある企業の場合
（注2）︓中⼩企業庁で「経済センサス基礎調査・
活動調査」および「事業所・企業統計調査(総務
省)site」の結果を再編加⼯し「中⼩企業の企業数・
事業所数」として公開している。

＜中国地域の後継者不在率（2024年）＞

県別にみても
後継者不在率

が⾼い

後継者不在率
が全国2位

※出典︓帝国データバンク 「中国地⽅ 後継者問題
に関する企業の実態調査」（2024年）を元に作成

中国圏の強みを⽣かした地域経済活動の活性化

<⾸都圏からの転出先
コロナ前から増加した都道府県>

<⾸都圏からの転出企業
売上⾼規模別 割合推移>

5000万円未満の⼩
規模企業、設⽴間も
ないスタートアップ企
業の割合がコロナ前

を⼤きく上回る

※出典︓帝国データバンク公表資料(2021年)より抜粋
（最終確認⽇︓R6.11.20）

岡⼭県、広島県では
コロナ前からの転⼊企

業が過去最⾼

⾷料安全保障の強化
＜中国圏の⾷料⾃給率
（カロリーベース）>

出典︓農林⽔産省「都道府県別⾷料⾃給率の推移
（カロリーベース）（2023年度）」を基に作成

出典︓農林⽔産政策研究所「⽇本農業・農村構造の
展開過程-2015年農林業センサスの総合分析-」
（2018年12⽉）

＜集落活動の実施率総⼾数の関係＞

11
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労働⽣産性が低く、 IT装備率も

⼤企業を下回る



農林⽔産業の強み

※出典︓中国四国農政局「図表でみる中国四国農林⽔産業の概要（2026年）」より抜粋
農林⽔産省「⽣産農業所得統計（2024年）」

各県において全国で
上位の産出額を誇る

農産物を産出

＜各県における主要農畜産物（上位10品⽬）の産出額（令和６年）＞

12

第１部 中国圏の特性と課題（「産業・経済」を取り巻く状況の変化）

※⾚書きは全国10位の品⽬

各県において全国で
上位の漁業⽣産量を
誇る⽔産物を産出

＜各県の主要⿂種（上位10品⽬）における漁業⽣産量（令和５年）＞

※出典︓農林⽔産省「漁業・養殖業⽣産統計（2023年）」より集計



広島県

7%
島根県

5% 山口県

4%

岡山県

2%

鳥取県

1%

全国（中国圏以外）

82%

全国の約

２割

気候変動に伴う⾃然災害の激甚化・頻発化への対応
＜都道府県別⼟砂災害警戒区域等の指定状況＞

＜中国圏の⼟砂災害警戒区域等
指定件数が全国に占める割合＞

＜【平成30年7⽉豪⾬】広範囲で⼟砂災害が相次ぐ＞

出典︓「平成30年7⽉豪⾬の課題・実態」（内閣府中央防災会議、最終確認⽇︓R6.11.20）

死者61⼈

死者109⼈

60代以上の
⾼齢者が７割

＜⾼齢者を中⼼に多くの犠牲あり＞

＜適切なタイミングでの避難⾏動が課題＞

第１部 中国圏の特性と課題（「安全・安⼼」を取り巻く状況の変化）

中国圏は全国有数の
⼟砂災害リスクが⾼い地域

（広島県全国１位、島根県３位）
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出典︓国⼟交通省 「⼟砂災害警戒区域等の指定状況（令和７年12⽉）」を基に作成

出典︓国⼟交通省 「⼟砂
災害警戒区域等の指定状
況（令和7年12⽉）」を基
に作成

出典︓「平成30年7⽉豪⾬の概要」（内閣府中央防災会議、最終確認⽇︓R6.11.20）

出典︓「平成30年7⽉豪⾬の概要」（内閣府中央防災会議、最終確認⽇︓R6.11.20）

急速に進⾏するインフラ⽼朽化

着⼿済
25%

未着⼿
75%

地⽅公共
団体

出典︓中国地⽅整備局調べ（R3.3.31）

早期あるいは緊急に
措置を講ずべき状態
にあるインフラの修繕
は着⼿が進んでいな

い状況

5,707 

5,335 

4,807 
4,617 4,550 4,444 

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

※15年間で職員数は
２割も減少

R1

⾃治体の⼟⽊関係職員数

＜インフラメンテナンスが進まない状況＞



切迫する巨⼤地震に対して期待される隣接圏域のバックアップ

14

電気の復旧

出典︓内閣府「南海トラフ巨⼤地震最⼤クラス地震における被害想定について（R7.3）」より抜粋
※基本ケース

上⽔道の復旧

＜広域輸送の対策イメージ＞

＜南海トラフ地震の被害想定＞

インフラ関係が他圏域と⽐べて
早期に復旧の⾒込み

中国圏が拠点となり、四
国圏等の隣接圏域のバッ

クアップの役割が期待

＜インフラの復旧⾒込み＞

出典︓「南海トラフ巨⼤地震対策 中国ブロック地域対策計画 第2版（令和5年）」（国⼟交通省、最終確認⽇︓R6.11.20）

＜南海トラフ地震における TEC-FORCE 活動計画＞

出典︓国⼟交通省中国地⽅整備局

第１部 中国圏の特性と課題（「安全・安⼼」を取り巻く状況の変化）

内閣府における被害想定

・岡⼭県（最⼤） ・⿃取県（最⼤）
死者︓約1,300⼈ 死者︓約0⼈

負傷者︓約57,000⼈ 負傷者︓約200⼈

・広島県（最⼤） ・島根県（最⼤）
死者︓約2,200⼈ 死者︓約0⼈

負傷者︓約15,000⼈ 負傷者︓約100⼈

・⼭⼝県（最⼤）
死者︓約500⼈

負傷者︓約5,200⼈

※各県で死者数・負傷者が最⼤となるケース

中国圏では被害が⼭陽側を
中⼼に発⽣する⾒込み



豊かで美しい四季折々の⾃然と地域特有の歴史・⽂化

第１部 中国圏の特性と課題（「⾃然・歴史・⽂化」を取り巻く状況の変化）

15

古来からの地域特
有の歴史・⽂化が現

代まで継承＜中国圏の⽂化と歴史＞

●NYタイムズ「2019年 行くべき旅行先52か所」
日本で唯一「瀬戸内」が7位にランクイン

●NYタイムズ「2024年 行くべき旅行先52か所」
日本で唯一「山口市」が3位にランクイン

CNN「日本の最も美しい場所 36選（2019年）」
中国圏からは「6か所」がランクイン

鳥取砂丘（鳥取県）
大山（鳥取県）
足立美術館（島根県）
嚴島神社（広島県）
井仁の棚田（広島県）
元乃隅神社（山口県）

北海道4 近畿 6
東北 4 四国 0
関東 3 九州 5
北陸信越6 沖縄 0
中部 2 中国 6 世界に認められる

豊かな⾃然環境

＜世界ジオパーク、国⽴公園、ラムサール条約湿地＞

新たな⾥⼭・⾥海の再構築

＜荒廃農地⾯積および再⽣利⽤が困難と⾒込まれる荒廃農地＞

出典︓「令和６年度の荒廃農地⾯積」（農林⽔産省）を基に作成

地域の将来像や⼟地の使い⽅等を
地域の中で考える取組が必要

※最終確認⽇︓R6.12.3



⼈⼝減少等に伴う
つながりの希薄化

→悪循環

広域地⽅計画

計画の理念

国⼟形成計画が掲げる「新時代に地域⼒をつなぐ国⼟」の実現に向けて、各圏域がそれぞれに強みを⽣かし、
地域全体の成⻑⼒を⾼め、⾃⽴していくための特⾊ある地域戦略を⽰す計画 ※全国計画P134参照

中国圏らしい地域戦略を⽰すために、計画の理念（計画全体の軸とすべき考え⽅）を整理
活躍⼈⼝の創出、地域資源が持つ⼒を最⼤限発揮し、あらゆるつながりを再構築・強化することで、持続的に成⻑させる

＜中国圏の最重要課題＞

第２部 中国圏の将来像（計画の理念）

⼈⼝減少
少⼦⾼齢化

⽣活機能
の衰退

産業の
縮⼩・衰退

ピーク時から77万⼈減（10％）
特に若い世代の⼈⼝流出が顕著
2050年までにさらに減少（28％）

災害の
激甚化・
頻発化

2050年
カーボン

ニュートラル

気候変動
地球温暖化

など

地域の存続危機

他⽅・・・

＜今、取り組むべきこと 〜つなぐ・まわす・変える〜 ＞

つながりの
再構築・強化

→好循環

活躍⼈⼝の創出
地域資源

の価値最⼤化※

⽣活サービス
機能の確保

稼げる産業
の創出

中国圏の持続的な成⻑へ

地域⽣活圏の形成
産業構造の転換

総⼒戦による
安全・安⼼

確保

今後も
⼈⼝減少

⼀⽅で強みも・・・
・近畿、九州、四国、アジアをつなぐ地理的優位性
・⼩さな拠点の形成等で培ったコミュニティ基盤
・都市や集落が適度に分散・集積する地域構造
・各地域で育まれた産業集積、技術の蓄積
・⾃然との近接性からくる多様で豊かな地域資源

両輪

これにより

つなぐ

まわす

変える
つなぐ

脱炭素・
地域資源の
循環による
グリーンな

地域の実現
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「⽣活サービス機能の維持・確保」と
「稼げる産業の創出」の両輪で進める

※中国圏の魅⼒やポテンシャルを⽣かすため
には、圏域内の地域に誇りと愛着を持った定
住⼈⼝を増やすとともに、圏域外の関係⼈⼝
も含めた中国圏のファンを増やし、⼈々のつな
がりを強めることによって、⼈⼝減少下におい
ても個々の⼒を最⼤限に発揮し、持続可能
な暮らしや経済、安全・安⼼、環境等におけ
る地域課題の解決に向けた社会活動の担い
⼿として活躍できる「活躍⼈⼝」の創出が不
可⽋



＜次期中国圏広域地⽅計画の４つの主要なテーマ（将来像）の関連性＞
○将来像を４つのテーマで整理しているが、それぞれは密接な関連性がある。
○次期中国圏広域地⽅計画では、相互に関連する領域においても連携しながら、総合的かつ

柔軟に取り組むことを前提とする。
＜次期中国圏広域地⽅計画における現況分析、将来像＞

➁産業集積や
地域資源を⽣
かし、官⺠連
携によって持
続的に成⻑す
る中国圏

・荒廃農地⾯積の約７割が再⽣利⽤が困難と⾒込まれる荒廃農地であり、地域の将来像や⼟
地の使い⽅等を地域が主体となって考える取組が必要である
・個性豊かで多様性の源である⾃然と歴史・⽂化の次世代への継承が重要

中国圏の特性と課題

・産業集積地より排出される⼤量のCO2は重要な課題であり、2050年カーボンニュートラルの
実現に向けた脱炭素化やこれを契機とした新産業の創出が求められている

・緊迫化する国際情勢によるグローバルサプライチェーンの⼨断や、エネルギー・⾷料等の価格⾼
騰に加え、急激な円安の進⾏が、経済社会活動に多⼤な影響
・「物流の効率化」「商慣⾏の⾒直し」等、持続可能な物流の実現に向けた取組が求められている
・中⼩企業の割合が約８割以上と⾼く、企業の後継者不在率が北海道に次いで全国２位

・全国に先駆けた⼈⼝減少（2050年︓⼈⼝143万⼈減（2024年⽐））
・特に、中⼭間・島しょ部で⽣活サービス機能の確保が難しく、地域の存続危機
・若年⼥性の東京圏への流出が顕著で、さらなる都市の魅⼒向上等が課題
・⾼規格道路は、未整備区間や暫定２⾞線区間が多く存在
・公共交通事業者の経営が圧迫、⾼齢者を中⼼とした地域住⺠の移動⼿段の確保が危惧

・近年の気候変動に伴い、⼟砂災害や河川氾濫等による⾃然災害が激甚化・頻発化
・⼟砂災害警戒区域等の指定（広島県全国１位、島根県３位）が多い
・平成30年7⽉豪⾬では多数の犠牲者。多くが⾼齢者であり、逃げ遅れなどが主な要因
・急速に進⾏するインフラ⽼朽化に対応するため、戦略的にインフラをマネジメントすることが重要

暮
ै
ख

産
業
؞
経
済

安
全
؞
安
⼼

国
⼟

ॢ
জ
␗
থ

将来像

➃美しく豊か
な⾃然環境と
多様な歴史・
⽂化を次世代
に引き継ぐグ
リーンな中国
圏

①誰もが⾃ら
の意思でライ
フスタイルを選
択でき、活き
活きと暮らし続
けることができ
る中国圏

➂激甚化する
災害から命と
暮らしを守り、
誰もが安全で
安⼼に住み続
けることができ
る中国圏

中国圏が強みとするものづくり産業を中
⼼に⽣産性向上と国際競争⼒の強化を
図るとともに、 2050年カーボンニュート
ラルの実現に向けた技術開発、設備投
資、地域資源の活⽤やイノベーションの
創出等による産業の安定化や新たな産
業振興による持続可能な産業への構造
転換を図り、官⺠連携によって持続的に
成⻑する中国圏を⽬指す。

「デジタルとリアルの融合」によって圏域
内外の対流が促進され、多様な⾃然・歴
史・⽂化を⽣かしながら、誰もが⾃らの
意思でライフスタイルを選択でき、活き活
きと暮らし続けることができる中国圏を⽬
指す。

⽇本海と瀬⼾内海という２つの海、それ
らに挟まれた中国⼭地など中国圏の多様
性の源である、美しく豊かな「⾃然」と、こ
の⾃然が育んだ地域特有で多様な「歴
史」と「⽂化」を次世代に継承し、グリーン
な中国圏を⽬指す。

気候変動に伴い激甚化・頻発化する⾃
然災害に対して、事前防災の観点から、
産学官⺠の多様な主体が総⼒を結集し、
砂防、河川、道路等のインフラ整備やメ
ンテナンスを推進するとともに、デジタル技
術を積極的に活⽤したソフト施策を推進
し、誰もが安全で安⼼して住み続けること
ができる中国圏を⽬指す。

課
題

এ
ॸ
থ
३
⑂
ঝ

課
題

এ
ॸ
থ
३
⑂
ঝ

課
題

এ
ॸ
থ
३
⑂
ঝ

課
題

এ
ॸ
থ
३
⑂
ঝ

・⼭地及び丘陵地の割合は全圏域で最も⾼く、広く居住地域が分布
・⾃然と⽣活が密着した「⾥⼭・⾥海」が多くそれぞれの暮らしから育まれた多様な歴史と⽂化
・圏域の⾵⼟に根ざした⾷⽂化、多数のプロスポーツチーム、神楽を始めとした⽂化芸術の鑑賞、
サイクリング、マンガ・アニメ・ドラマ・映画の聖地などの新しい⽂化も各地に醸成
・保育所待機児童数が少ないなど、⼦育て世代を始めとした幅広い世代が住みやすいまちづくり
・コロナ禍による働き⽅の変化やデジタル技術の進展等により、テレワーク等を活⽤した転職なき移
住や⼆地域居住等、ワーケーション等が増加し、⼀部の中⼭間・島しょ部において転⼊超過

・特⾊あるオンリーワン・ナンバーワン企業や⽯油コンビナート等が集積し､ものづくり産業に強み
（従業者⼀⼈当たりの製造品出荷額が全国１位）
・中国圏では、全国上位の産出額を誇る農林⽔産物を有するなど、農林⽔産業に強み
・コロナ禍において⾸都圏から地⽅へ本社を移転する⼩規模企業やスタートアップが増加
・美しく豊かな⾃然環境、4つの世界遺産など世界に認められる多様な観光ポテンシャルが存在

・過去の⼟砂災害を踏まえ、監視システム等の防災のデジタル化、災害リスクの低い地域への居住
を促すなど防災・減災のための住まい⽅や⼟地利⽤規制の取組が全国に先駆けて推進

・南海トラフ地震では、早期復旧による隣接圏域のバックアップの役割が期待されている

・⽇本海と瀬⼾内海やそれらに挟まれた中国⼭地など豊かで美しい四季折々の⾃然と⼈々の暮
らしが調和した⾵⼟、圏域各地で地域特有の歴史・⽂化が育まれてきた

・3つの国⽴公園や⼭陰海岸ジオパークなどの世界的に認められる⾃然環境、ユネスコ無形⽂化
遺産、古代遺跡、社寺、歴史的町並み、など地域特有の歴史・⽂化が存在

将来像を設定する基本的な考え⽅

関連性のイメージ

グリーン国⼟

暮らし

産業・経済 安全・安⼼

１）中国圏の美しく豊かな⾃然、多彩
な歴史、⽂化を享受しながら真に豊か
さを感じられる暮らしを実現。
２）現在のリアルな機能の充実とともに
デジタル技術を積極的に活⽤し、誰も
がいつまでも安⼼できる暮らしを実現。
３）⼥性、若者等を始め多様な⼈々
がそれぞれの価値観に対応した、⽣活ス
タイルを選択でき、地⽅での暮らしの受
け⽫としてふさわしい、魅⼒的で暮らし
たくなる地域を実現。

１）命と暮らしを守る対策を強⼒に推
進して、⾼い地域防災⼒を備えた圏域
を実現。
２）⼤都市圏や隣接圏域のバックアッ
プ機能にも応える圏域を実現。
３）予防保全によるメンテナンスへの転
換によって、インフラ⽼朽化対策を加速
させ、着実な国⼟強靭化を実現。

１）「⾃然」と、⾃然が育んだ多様な
「歴史」と「⽂化」を次世代に継承するこ
とで、持続可能な社会の実現。
２）2050年カーボンニュートラルの実現
に向けた地球温暖化緩和策と地球温
暖化適応策を推進し、地域資源が循
環する社会を創造できる圏域を実現。

１）中国圏が強みとするものづくり産業、
コンビナートの企業群などの集積を⽣か
して、持続的な成⻑と国際競争⼒の強
化を実現。
２）2050年カーボンニュートラルの実現
に向けた技術開発や設備投資等による
脱炭素化によって産業の成⻑と環境保
全を同時に実現。
３）地域資源を⽣かした新たな産業振
興によって、雇⽤の創出と持続的な成
⻑を促し、豊かさを実感できる稼ぐ地域
を実現。
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第２部 中国圏の将来像（将来像）
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第３部 中国圏における基本戦略と⽬標（基本戦略）
活躍⼈⼝の創出、地域資源が持つ⼒を最⼤限発揮し、あらゆるつながりを再構築・強化することで、持続的に成⻑させる計画の理念

⽬標将来像テーマ
（1）デジタル技術の活
⽤や官⺠連携による個
性を⽣かした地域⽣活
圏の形成

（2）重層的なネット
ワーク形成による圏域内
外の対流促進

・中国圏の多様な⾃然と歴史・⽂化を感じられる分散型の各地域と⾼次都市機能や質の⾼い⽣活サービ
ス機能を有する拠点都市がデジタルとリアルの融合によって重層的につながり、誰もが双⽅の機能を享
受できる環境づくりを官⺠が連携して進める。
・地域⽣活圏の形成においては、⽣活サービス機能を圏域内で相互に補完していくことが必要であり、さら
に、地域⽣活圏と⾼次都市機能を持つ中枢中核都市や他圏域も含めてリダンダンシーを確保しながらシー
ムレスにつないでいく広域的かつ重層的な交通ネットワークの形成を官⺠が連携して進める。

デジタルとリアルの融
合と広域的かつ重層
的な交通ネットワーク
の形成によって、誰も
が⽣活と仕事と遊び
が圏域内で完結でき
る環境を創出

誰もが⾃らの意思
でライフスタイルを
選択でき、活き活
きと暮らし続けるこ
とができる中国圏

暮らし

（3）ものづくり産業の競
争⼒強化とカーボンニュー
トラルの実現等に向けた
持続可能な産業への構
造転換

（4）中⼭間・島しょ部
における地域産業の振興

（5）観光振興による地
域経済の活性化

・瀬⼾内海沿岸のコンビナートを始め⼭陽・⼭陰の産業や技術の集積を⽣かせるよう、エネルギー転換やエ
ネルギーサプライチェーンの構築とともに、炭素循環マテリアルの利活⽤、そのための研究開発や投資等
によるサーキュラーエコノミーを構築することで、持続可能で成⻑する産業への構造転換をサプライチェーン
全体で進める。

・中⼭間・島しょ部では、かつての「⾥⼭・⾥海」といった⾃然資源を循環させた社会産業形態を⼟台として、
国際情勢の変化等に対する⾷料の安定供給の確保や再⽣可能エネルギーへの転換、豊かな⾃然環境
の保全、⼈⼝減少下における担い⼿の確保等の新しい社会課題を踏まえた上での新たな⾥⼭・⾥海づくり
を進めることが求められている。そこで、若者・⼥性・⾼齢者・外国⼈等が活躍できる環境づくりによって「活
躍⼈⼝」等の新たな担い⼿を創出するとともに、地域の資源が持つ⼒を最⼤限発揮させる産業創出によ
り地域振興を図る。

・圏域内の様々な観光資源を感動体験が得られる新たな体験ツールとして改めて磨き、デジタルも活⽤し
た観光コンテンツを造成するとともに、圏域内外の対流を促進させる⾼規格道路や幹線鉄道、⾶⾏機や
船舶等の広域交通ネットワークの機能強化や地域における公共交通の維持・確保とあわせて、インバウンド
及び広域観光を促進させることにより、観光振興による経済の活性化を図る。

産業集積を⽣かした
競争⼒強化と持続可
能な産業の構造転
換および地域資源を
⽣かした魅⼒的な新
産業を創出

産業集積や地域
資源を⽣かし、官
⺠連携によって持
続的に成⻑する中
国圏

産業・経済

（6）総⼒戦で挑む強
靭な圏域整備と安全・安
⼼の推進

（7）インフラ⽼朽化対
策の推進

・中国圏の持続的な成⻑の基盤として、暮らし・産業と安全・安⼼が調和した地域づくりが必要であり、地
域総動員で、防災対応機能やリダンダンシーを確保しつつ、インフラ機能を確保し、フェーズフリーな活
⽤環境の整備を推進するとともに、⾃圏域のみならず他圏域のバックアップに備える必要がある。
・予防保全型メンテナンスサイクルを確⽴するとともに、メンテナンスの⽣産性向上に資するDXも含めて新技
術の開発や活⽤の促進及び必要な体制の構築を図る。さらに、防災・減災インフラの充実・強化を図り、
予防保全により適切に維持管理するとともに、ライフラインを強化し、かつ代替性を確保するため、複数の
地⽅公共団体が⼀体となった取組を推進できるように、戦略的に地域のインフラをマネジメントする。

地域総動員で防災
対応機能やリダンダン
シーを確保しつつ、社
会インフラ機能、⾃
圏域のみならず他圏
域のバックアップ機能
を確保

激甚化する災害か
ら命と暮らしを守り、
誰もが安全で安⼼
に住み続けることが
できる中国圏

安全・安⼼

（8）豊かな⾃然環境
の保全・再⽣と脱炭素社
会の実現に向けた地域づ
くりの推進
（9）地域特有の歴史・
⽂化の次世代への継承

・暮らし・産業と環境とが調和した地域づくりに向けて、国⼟の管理構想も踏まえつつ、豊かな⾃然環境の
保全・再⽣と地域特有の歴史・⽂化の継承、脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進を図る。
・これまで培ってきた地域のつながりを尊重し、⾃然共⽣・地域循環を意識することで、⾃然資源・⽣態系
や歴史・⽂化等の地域資源の積極的な保全・継承を⾏う。

地域のつながり・⾃
然共⽣・地域循環を
意識した⾃然資源・
⽣態系や歴史・⽂化
等の地域資源を積極
的に保全・継承

美しく豊かな⾃然
環境と多様な歴
史・⽂化を次世代
に引き継ぐグリーン
な中国圏

グリーン国⼟

基本戦略 ※主に⽬標と連動する内容を抜粋

安
全
؞
安
⼼

暮
ै
ख

産
業
؞
経
済

グリーン
国⼟
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〇都市や農⼭漁村に関わらず、⽣活サービス機能などをリアルの空間で享受できる環境づくりを推進する
とともに、地域の魅⼒や特徴を⽣かしながら、デジタル技術を積極的に活⽤し、これらを官⺠が連携し
て⾏うことによって、どこでも便利で快適に暮らし続けることができ、⾃らの意思でライフスタイルを選択で
きる地域⽣活圏の形成を⽬指す。

〇中枢中核都市の⾼次都市機能を強化するとともに、その他の都市も都市機能の強化及び周辺ちいき
の暮らしを⽀える機能を維持・向上させる取組や、歩きやすくにぎわいのあるウォーカブルな空間形成を
⽬指す。

〇中⼭間・島しょ部においては、地域課題を解決するため、「道の駅」やみなとオアシス等を活⽤し、地域
住⺠が必要とする⽣活サービス機能を維持・確保する「⼩さな拠点」などを形成するとともに、豊かな暮
らしの機能の享受や、地域資源の相互補完による好循環に向けて、都市部との連携の強化を⽬指す。

〇デジタル技術を最⼤限活⽤し、買い物、医療・福祉・介護、教育、物流等の⽣活サービス機能を維
持・確保するとともに、新たな暮らし⽅、働き⽅の創出を⽬指す。

〇地域の魅⼒を⾼めるため、関係⼈⼝の拡⼤・深化に向けた取組や若者・⼥性・⾼齢者・外国⼈等が
活躍できる環境づくりによって、地域活動の担い⼿となる多様な⼈材を育成・確保のため、「活躍⼈
⼝」の創出を⽬指す。

〇中国圏の強みである鉄鋼、⽯油化学、造船・舶⽤⼯業、⾃動⾞、半導体等のものづくり産業を中⼼と
したグローバル産業は、基幹産業として圏域の経済をけん引していることから、産業拠点の強化・再⽣、
製品の⾼付加価値化と⽣産効率化、強靱で効率的なグローバルサプライチェーンの確保による部品等
の安定供給体制の確⽴等により国際競争⼒の強化を⽬指す。

〇2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、瀬⼾内海沿岸地域に集積するコンビナートは、その⽴地
優位性等を⽣かした⽔素・アンモニア等の新たなエネルギーへの転換、技術開発や設備投資等による脱
炭素化を図り、成⻑をけん引する基幹産業拠点として強化・再⽣を⽬指す。

〇⼤企業のみならず中⼩企業においても、DXの推進等により⽣産性の向上を図る。加えて、新技術を基
盤にイノベーションを促進するスタートアップ・エコシステムを確⽴し、スタートアップの創出・育成を⽬指す。

〇地域の基幹産業の競争⼒強化に向けて、モーダルシフトの受け⽫となる貨物鉄道輸送や内航フェリー・
RORO船による複合⼀貫輸送サービスの機能強化を図る。

第３部 中国圏における基本戦略と⽬標（⽬標）
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暮 ら し 産 業 ・ 経 済

〇気候変動に伴い激甚化・頻発化する災害等から、中国圏に住む⼈々の命と暮らしを守り抜くために、気
候変動適応の観点を取り⼊れながら、国⼟強靱化を推進するとともに、全ての関係者が連携し、デジタ
ル技術を活⽤しながら、ハード整備とソフト施策が⼀体となった防災・減災対策の取組を進める。また、
切迫する南海トラフ地震の発⽣に備え、「令和６年能登半島地震」も踏まえつつ、圏域内外で迅速に
⽀援できるバックアップ体制の構築を⽬指す。

〇安全で安⼼なまちづくりに向けて、交通安全対策の推進や歩⾏空間の確保、⽼朽建築物の解体・撤
去、住宅等の耐震・耐⽕性能の向上を⽬指す。

〇中国圏の美しく豊かな⾃然環境の保全・再⽣を図るとともに、ネイチャーポジティブに向けた30by30⽬
標の達成等による健全な⽣態系の保全・再⽣、⾃然資本を⽣かした地域課題解決に向けた新たな⾥
⼭・⾥海づくり、地域資源の循環の向上、最適な国⼟の利⽤・管理を⽬指す。

〇2050年カーボンニュートラルの実現を図る地域づくりを進めるため、気候変動の原因となる温室効果ガ
スの排出量を減らす地球温暖化緩和策を推進し、気候変動の影響による国⼟への様々な被害を回
避・軽減させる気候変動適応策と併せて、統合的に推進する。

〇経済社会を⽀えるインフラについては、急速に進⾏する⽼朽化が⼤きな課題となっており、ライフサイクル
コスト低減の観点から、DXも含めて新技術等の積極的な活⽤により、事後保全から予防保全によるメ
ンテナンスへの転換を図る。また、⾃治体が抱えるインフラメンテナンスの財政⾯・体制⾯の課題解決に向
けて、産学官⺠が連携し、個別施設のメンテナンスだけではなく、複数・他分野のインフラを「群」としてまと
めて捉え、複数の⾃治体が⼀体となった取組を推進できる環境の整備を⽬指す。

〇中国圏の美しく豊かな「⾃然」と、この⾃然が育んだ地域特有で多様な「歴史」と「⽂化」を次世代に継承
するため、国⽴公園にも指定される瀬⼾内海の多島美、⼤⼭・蒜⼭・三瓶⼭等の美しい⼭なみ、⼭陰海
岸の変化に富む地形、個性ある景観の保全・形成を推進するとともに、地域への誇りと愛着（シビック・プ
ライド）の醸成を図り、こうした地域活動の担い⼿となる「活躍⼈⼝」の創出を⽬指す。

安 全 ・ 安 ⼼

グ リ ー ン 国 ⼟

①デジタル技術の活⽤や官⺠連携による個性を⽣かした地域⽣活圏の形成①デジタル技術の活⽤や官⺠連携による個性を⽣かした地域⽣活圏の形成

②重層的なネットワーク形成による圏域内外の対流促進②重層的なネットワーク形成による圏域内外の対流促進
〇中国圏に新たな活⼒を⽣み出す流れを圏域内外に⾏き渡らせ、国際交流拠点として発展するとともに、

安全・安⼼を確保するため、⾼規格道路の未整備区間の解消や暫定２⾞線区間の４⾞線化による
格⼦状ネットワークの形成、離島交通の安定的確保に係る港湾機能の強化、⾃動運転などの導⼊、
共創（関係者の連携・協働）や地域交通DX・交通GXによる地域公共交通の「リ・デザイン」を通じた
様々な地域公共交通の維持・確保やドローン輸送も含めた物流ネットワーク形成など、あらゆる対流を
促進するため、分野の垣根を越えた陸海空の多様な交通ネットワークの形成を⽬指す。

〇外国⼈も活躍できる世界に開かれた圏域としていくため、東アジアや欧⽶各国を始めとする海外との国
際⽂化・経済交流の推進を⽬指す。

〇中⼭間・島しょ部においては、地域資源のブランド化等を図るとともに、デジタル技術を積極的に活⽤し
て、スマート農林⽔産業の実装の加速化や「活躍⼈⼝」等の新たな担い⼿の確保・育成を⽬指す。

〇国際情勢の変化や気候変動等によるリスクを回避し、⾷料とエネルギーの安定供給を図るため、過度
な海外依存からの脱却も踏まえた⾷料の⽣産体制の構築や地域資源を活⽤した再⽣可能エネルギー
の導⼊など、新たな⾥⼭・⾥海づくりとして推進する。さらに、地元が参⼊できる再⽣可能エネルギー関
連産業や、地域の課題を解決する新たな産業の創出等を⽬指す。

③ものづくり産業の競争⼒強化とカーボンニュートラルの実現等に向けた持続可
能な産業への構造転換

③ものづくり産業の競争⼒強化とカーボンニュートラルの実現等に向けた持続可
能な産業への構造転換

④中⼭間・島しょ部における地域産業の振興④中⼭間・島しょ部における地域産業の振興

⑤観光振興による地域経済の活性化⑤観光振興による地域経済の活性化

⑥総⼒戦で挑む強靭な圏域整備と安全・安⼼の推進⑥総⼒戦で挑む強靭な圏域整備と安全・安⼼の推進

⑦インフラ⽼朽化対策の推進⑦インフラ⽼朽化対策の推進

⑧豊かな⾃然環境の保全・再⽣と脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進⑧豊かな⾃然環境の保全・再⽣と脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進

⑨地域特有の歴史・⽂化の次世代への継承⑨地域特有の歴史・⽂化の次世代への継承

〇観光⽴国推進基本法に基づいて閣議決定された「観光⽴国推進基本計画」で⽰された⽬標を達成
するため、観光地域づくり法⼈（DMO）を始めとした関係者と連携を図りながら広域観光の拡⼤を⽬
指す。

〇広域周遊が期待されるインバウンドの来訪・滞在時間を増加させ、旅⾏消費の拡⼤につなげていくため、
地域の魅⼒や観光資源の再発⾒、磨き上げ等を推進するとともに、地域資源を活⽤した情報発信や
地⽅における滞在交流型観光の振興等を⽬指す。

〇観光産業における⼈材不⾜対策や⼀部の地域で懸念されるオーバーツーリズムへの対策に取り組む。



暮 ら し 産 業 ・ 経 済

安 全 ・ 安 ⼼ グ リ ー ン 国 ⼟

①中国圏発の地域⽣活圏形成プロジェクト
４層構造の圏域形成 活躍⼈⼝/離島の暮らし/暮らし・産業と環境とが調和した地域づくり

・中国圏の特⻑である分散型の地域構造を踏まえ、「県境を越える広域圏」並びに、「地⽅の中
核都市を核とした圏域」と「⼩さな拠点を核とした圏域」からなる地域⽣活圏に、中国圏の実情
に応じ、中国⼭地周辺等の「⽣活圏の中⼼となる⼩都市を核とした圏域」を加えた４層を形
成。離島の暮らしも維持。

・第１層の「県境を越える広域圏」においては、⾼次な都市機能の集積・強化。第２層の「地⽅の
中核都市を核とした圏域」においては、広域的に利⽤される⼀定程度の都市機能を維持・強化。
第３層の「⽣活圏の中⼼となる⼩都市を核とした圏域」においては、第２層に準ずる⼀定程度の
都市機能を確保。第４層の「⼩さな拠点を核とした圏域」においては、場所に縛られない暮らし
⽅・働き⽅の創出・拡⼤。

・官⺠パートナーシップの構築による推進主体・体制の確保とデジタル活⽤によるつながりの形成・
強化によって持続的可能な⽣活圏を形成。

・⼈⼝が減少する中でも充実した暮らしができるように、圏域内外の関係⼈⼝の拡⼤・深化に向け
た取組や誰もが活躍できる環境づくりにより、地域活動の担い⼿となる「活躍⼈⼝」の創出を推
進し、⾥⼭・⾥海などの暮らし・産業と四季折々の⾃然とが調和した地域づくりを⾏う。

第４部 中国圏における主要な施策（広域連携プロジェクト）

② 「全国的な回廊ネットワーク」を⽀える重層的な交通ネッ
トワーク形成プロジェクト

⻄⽇本回廊 格⼦状ネットワーク 三海⼆⼭の南北連携
・圏域内外の対流をシームレスにつなぐ広域的かつ重層的な交通ネットワークを形成していくため、
⽇本海側・瀬⼾内側⼆⾯活⽤や三海⼆⼭の南北連携からなる「⻄⽇本回廊ネットワーク」
の形成を図るとともに、複数の都市間・拠点間移動の未整備区間の解消や⾼規格道路の整
備など、格⼦状ネットワークの形成を推進。

・分野の垣根を越えた共創や地域交通DX・交通GXの推進により、地域における多様な交通
ネットワークの機能強化を図るとともに、公共交通の維持・確保を推進。

③「ものづくり」の競争⼒強化と産業構造転換プロジェクト
成⻑分野の国際競争⼒強化 瀬⼾内の産業集積を⽣かした産業構造の転換

・強化、カーボンニュートラルと⾼付加価値化や効率化を同時瀬⼾内海沿岸のコンビ
ナートを始め⼭陽・⼭陰の産業や技術の集積を⽣かし、造船、船⽤⼯業、⾃動⾞、
半導体等成⻑分野の国際競争⼒に実現する産業構造の転換。

・瀬⼾内海沿岸に集積するコンビナートの⽴地優位性を⽣かし、輸送効率化への対応
やエネルギー転換を図る港湾や空港などの物流拠点間の交通ネットワークを形成。

④地域産業の成⻑化プロジェクト
令和の⾥⼭・⾥海づくり/活躍⼈⼝/地域資源活⽤ DXの推進

・⾷料の安定供給の確保や再⽣可能エネルギーへの転換、豊かな⾃然環境の保全、
⼈⼝減少下における担い⼿の確保や効率化など、地域資源を活⽤し、新たな社会課
題に向けた「令和の⾥⼭・⾥海づくり」を推進。

・農林⽔産業のDXの推進による効率化と新たなサービスなどによる⾼付加価値化、地
域課題を解決するスタートアップ創出、地域産業の担い⼿としての「活躍⼈⼝」の確
保・育成。

⑤連携と対流によるインバウンド及び広域観光促進プロジェクト
地域資源活⽤ 地⽅空港活⽤ 海上交通ネットワーク形成

・広域観光を促進させるため、DMO等と連携を図り、圏域内の様々な観光資源を感動
体験が得られる新たな体験ツールとして改めて磨き、観光地等におけるデジタル実装、
観光産業や観光地の再⽣・⾼付加価値化、地域独⾃の旅⾏商品の創出を推進する。

・インバウンドの来訪・滞在時間を増加させ、旅⾏消費の拡⼤につなげていくため、地域資
源を活⽤した情報発信、空港の機能強化や各拠点に向けた交通ネットワークの整備
などの地⽅空港の活⽤、海上交通ネットワークの形成など地⽅での滞在時間を拡⼤さ
せる広域周遊観光の促進を図る。

⑥総⼒戦で挑む防災・減災プロジェクト
・「⼩さな拠点」の形成等で培ったコミュニティ基盤や中⼩都市や集落が適度に分散・集積する地
域構造等を⽣かし、リダンダンシーを確保しつつ、地域が⼀体となった国⼟強靱化を推進する。

・災害復旧にあわせて施設を機能強化・向上する「改良復旧」や、災害対応⼒の⼀層の強化な
ど、事前防災の観点でハード整備とソフト施策が⼀体となった防災・減災対策の取組を推進。

・切迫する南海トラフ地震の発⽣に備え、「令和６年能登半島地震」も踏まえつつ、圏域内外の
災害に対し迅速に⽀援できるバックアップとしての機能を確保。

⑧地域脱炭素化及び⽣物多様性保全推進プロジェクト
・2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、農作物の品種改良や熱中症予防、グリーン
インフラや⽣態系を活⽤した防災・減災（Eco-DRR）などの気候変動適応策と併せて、
地域脱炭素化を統合的に推進。

・⾥⼭・⾥海などの暮らし・産業と環境とが調和した地域づくりに向けて、健全な⽣態系の保
全・再⽣、⾃然資本を⽣かした地域課題解決、地域資源循環の向上による環境・社
会・経済課題の同時解決や適切な国⼟管理を図る。

⑦戦略的インフラメンテナンス推進プロジェクト
・予防保全型メンテナンスサイクルを確⽴するとともに、メンテナンスの⽣産性向上に資するイン
フラ分野のDXを含む新技術等の活⽤推進、技術開発の促進及び必要な体制を構築。

・複数・多分野のインフラを「群」としてまとめて捉え、複数の地⽅公共団体が⼀体となった戦略
的な地域インフラマネジメントを推進することでライフラインを強化し、代替性を確保。

⑨歴史・⽂化の次世代継承プロジェクト
・これまで育まれてきた地域のつながりを尊重し、共⽣・循環を意識することで、⾃然資源・
⽣態系や歴史・⽂化等の地域資源の積極的な保全・継承を⾏う。

・これらの歴史・⽂化の形成・保全に向けた地域の主体的な取組を通じて、地域活動の
担い⼿となる「活躍⼈⼝」を創出し、歴史・⽂化を継承する⼈材を育成。

中国圏で特に重視するキーワード
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第４部 中国圏における主要な施策（広域連携プロジェクト）

安 全 ・ 安 ⼼
⑥総⼒戦で挑む防災・減災プロジェクト
⑦戦略的インフラメンテナンス推進プロジェクト

グ リ ー ン 国 ⼟
⑧地域脱炭素化及び⽣物多様性保全推進プロジェクト
⑨歴史・⽂化の次世代継承プロジェクト

【計画の理念】
活躍⼈⼝の創出、地域資源が持つ⼒を
最⼤限発揮し、あらゆるつながりを再構
築・強化することで、持続的に成⻑させる

●「計画の理念」と「広域連携プロジェクト」の対応状況
＜今、取り組むべきこと 〜つなぐ・まわす・変える〜 ＞

「総⼒戦による安全・安⼼確保」と
「脱炭素・地域資源の循環によるグリーンな地域の実現」
によって下⽀えする

産 業 ・ 経 済
③「ものづくり」の競争⼒強化と産業構造転換プロジェクト

④地域産業の成⻑化プロジェクト

⑤連携と対流によるインバウンド及び広域観光促進プロジェクト

「⽣活サービス機能の維持・確保」と
「稼げる産業の創出」の両輪で進める

21

※中国圏の魅⼒やポテンシャルを⽣かすためには、
圏域内の地域に誇りと愛着を持った定住⼈⼝を増
やすとともに、圏域外の関係⼈⼝も含めた中国圏
のファンを増やし、⼈々のつながりを強めることによっ
て、⼈⼝減少下においても個々の⼒を最⼤限に発
揮し、持続可能な暮らしや経済、安全・安⼼、環
境等における地域課題の解決に向けた社会活動
の担い⼿として活躍できる「活躍⼈⼝」の創出が不
可⽋

つながりの
再構築・強化

→好循環

活躍⼈⼝の創出
地域資源

の価値最⼤化※

⽣活サービス
機能の確保

稼げる産業
の創出

総⼒戦による
安全・安⼼

確保

両輪

つなぐ

まわす

つなぐ

脱炭素・
地域資源の
循環による
グリーンな

地域の実現

⑩ 他 圏 域 と の 広 域 連 携 プ ロ ジ ェ ク ト⑩ 他 圏 域 と の 広 域 連 携 プ ロ ジ ェ ク ト

①中国圏発の地域⽣活圏形成プロジェクト
② 「全国的な回廊ネットワーク」を⽀える重層的な交通
ネットワーク形成プロジェクト

暮 ら し



中国圏発の地域⽣活圏形成プロジェクト
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中国圏発の地域⽣活圏形成プロジェクト
＜施策内容＞

魅⼒とつながりによる持続可能な圏域の形成
・分散型の地域構造を踏まえた地域⽣活圏の形成
・官⺠パートナーシップの構築による推進主体・体制の確保
・デジタル活⽤によるつながりの形成・強化

多様な関係⼈⼝の拡⼤・深化による活躍⼈⼝の創出
・つながりをサポートする機能、かかわりしろの充実・強化（仕組みづくり）
・コミュニティ創造拠点等の整備（場づくり）
・つながりサポーター、コミュニティデザイナーの育成（⼈づくり）
・⼥性・若者・⾼齢者等が活躍できる環境づくりと⼈材育成

魅⼒的な拠点都市機能強化と中⼩都市の振興
・⾼次都市機能の集積による中国圏の⾃⽴的発展をけん引する拠点都市の整備
・ウォーカブルなまちづくり等と連携したコンパクト・プラス・ネットワークの深化
・中⼩都市等における拠点機能の維持・強化
・連携中枢都市圏の形成等の都市間連携の推進

中⼭間・島しょ部における持続可能な⽣活サービス機能の維持・確保
・⽣活サービス機能等を拠点化する「⼩さな拠点」の形成の推進
・官⺠連携による地域内での⽣活サービス確保等の仕組みの構築
・デジタル技術を活⽤した⽣活サービス機能の向上
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中国圏発の地域⽣活圏形成プロジェクト

24

⼈⼝10万⼈以上の中核都市からの時間圏域（60分）と空⽩地域の把握

近
畿
圏

益⽥市

浜⽥市

⻑⾨市

三次市
庄原市

真庭市 津⼭市

※2020年国勢調査において、10万⼈以上の⼈⼝規模の市の中⼼（市役所）から道路及びフェリーを利⽤して到達できる時間圏域を表⽰
※総合交通分析システム（NITAS2.8）を⽤いて国⼟交通省中国地⽅整備局作成 ※道路種別︓有料道路＋⼀般道路、道路ネットワーク年次︓2021年3⽉

⼤⽥市

新⾒市

安芸⾼⽥市

柳井市
光市

萩市

雲南市
倉吉市

美作市

備前市
⾚磐市

⾼梁市

府中市
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「全国的な回廊ネットワーク」を⽀える重層的な交通ネットワーク形成プロジェクト



： 3本の東西軸

： 山陰・山陽を結ぶ高規格道路

： 中四国を結ぶ主な航路

： 旅客航路

： 高速道路

： 国際拠点港湾

： 重要港湾

： 主な空港

凡例

＜施策内容＞ 東アジアや欧⽶各国を始めとする海外との交流推進
・国際⽂化・経済交流の推進
・世界平和等の国際貢献の推進
・⼈的交流のゲートウェイ形成に向けた国際交通機能の強化

海外含め圏域内外で対流促進させる
重層的なネットワークの形成

・⽇本海側・瀬⼾内側⼆⾯活⽤や三海
⼆⼭の南北連携からなる「⻄⽇本回廊
ネットワーク」の形成と拠点間移動の

⾼速化

出典︓中国地⽅ 新広域道路交通ビジョンを基に編集

出典︓地域の公共交通リ・デザイン実現会議

東アジア

共創（関係者の連携・協働）や地域交通DX・交通
GXによる地域公共交通の「リ・デザイン」（再構築）

・公共交通ネットワークの維持・確保
・公共交通の利便性向上・利⽤促進やカーボンニュートラル
の実現に向けた取組の推進
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欧⽶各国

東アジアや欧⽶各国を始めとする海外との国際交流の推進

「全国的な回廊ネットワーク」を⽀える重層的な交通ネットワーク形成プロジェクト



主要な施策

参考︓個別事業事例（実施地域）施策施策群広域連携PJ

事例①︓地域の歴史や産業のつながりを⽣かした連携（福⼭市）

事例②︓デジタルの徹底活⽤による地域課題の解決（美郷町）

事例③︓⾏政⼿続きや介護サービスを中⼭間地域に出張提供（智頭町）

事例④︓エネルギーの地産地消による地域資⾦循環（⽶⼦市・境港市他）

・分散型の地域構造を踏まえた地域⽣活圏の形成
・官⺠パートナーシップの構築による推進主体・体制の確保
・デジタル活⽤によるつながりの形成・強化

魅⼒とつながりによる持
続可能な圏域の形成

中国圏発の地域
⽣活圏形成プロ
ジェクト

事例⑤︓歩⾏者の居⼼地と回遊性を向上する取組（広島市）

事例⑥︓交通結節点とネットワークの形成（呉市）

・⾼次都市機能の集積による中国圏の⾃⽴的発展をけん引する拠点都市の整備
・ウォーカブルなまちづくり等と連携したコンパクト・プラス・ネットワークの深化
・中⼩都市等における拠点機能の維持・強化
・連携中枢都市圏の形成等の都市間連携の推進

魅⼒的な拠点都市機能
強化と中⼩都市の振興

事例⑦︓条件不利を克服する教育DXの取組（隠岐の島町）

事例⑧︓24時間いつでも⾃由に往来ができる離島の実現（⼤崎上島町）

事例⑨︓移動販売などによる⽇常⽣活機能の確保（⼭⼝市）

・⽣活サービス機能等を拠点化する⼩さな拠点の形成の推進
・官⺠連携による地域内での⽣活サービス確保等の仕組みの構築
・デジタル技術を活⽤した⽣活サービス機能の向上

中⼭間・島しょ部におけ
る持続可能な⽣活サービ
ス機能の維持・確保

事例⑩︓中国圏ファンづくりに向けた取組（⽵原市・三原市・尾道市）

事例⑪︓災害を切り⼝とした地域間交流と地域おこし（智頭町）

事例⑫︓新しい働き⽅の推進に向けた取組（⿃取県）

事例⑬︓若者の県内定着を図る取組（島根県）

事例⑭︓将来的な若者回帰を⽬指す取組（⼭⼝県）

・つながりをサポートする機能、かかわりしろの充実・強化（仕組みづくり）
・コミュニティ創造拠点等の整備（場づくり）
・つながりサポーター、コミュニティデザイナーの育成（⼈づくり）
・⼥性・若者・⾼齢者等が活躍できる環境づくりと⼈材育成

多様な関係⼈⼝の拡
⼤・深化による活躍⼈⼝
の創出

事例⑮︓⽇本海側の未整備区間の解消
⼭陰と⼭陽の連携強化や都市間・拠点間移動の⾼速化
（⿃取県・島根県・⼭⼝県他）

・⽇本海側・瀬⼾内側⼆⾯活⽤や三海⼆⼭の南北連携からなる「⻄⽇本回廊ネッ
トワーク」の形成と拠点間移動の⾼速化

海外含め圏域内外で対
流促進させる重層的な
ネットワークの形成

「全国的な回廊
ネットワーク」を⽀
える重層的な交通
ネットワーク形成プ
ロジェクト

事例⑰︓地域の課題解決に向けた共創の取組（倉吉市）

事例⑱︓⾃動運転・隊列⾛⾏BRTの実証実験（東広島市）

・公共交通ネットワークの維持・確保
・公共交通の利便性向上・利⽤促進やカーボンニュートラルの実現に向けた取組の
推進

共創（関係者の連携・
協働）や地域交通DX・
交通GXによる地域公共
交通の「リ・デザイン」
（再構築）

事例⑯︓国際サミットを契機とした取組の推進（広島県）
・国際⽂化・経済交流の推進
・世界平和等の国際貢献の推進
・⼈的交流のゲートウェイ形成に向けた国際交通機能の強化

東アジアや欧⽶各国を始
めとする海外との交流推
進

「暮らし」に関する主要な施策の事例
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事例①︓地域の歴史や産業のつながりを⽣かした連携
江⼾時代から備後絣の産地であった備後地域において、主に福⼭市と井原市を中
⼼にデニム事業者の連携を図り、デニム産業の活性化や愛着向上を促す事業を推
進。地域の歴史や産業のつながりを⽣かし、⾏政界を超えた連携を図っている。

福⼭市

出典︓圏域経済の活性化に向けて（福⼭市、最終確認⽇︓R6.11.20）

事例③︓⾏政⼿続きや介護サービスを中⼭間地域に出張提供
中国圏初のコネクテッドカーを導⼊し、「デジタル×移動」という特徴を最⼤限に⽣かし
ながら、地域課題の解決を図る。⾏政⼿続きや介護など様々な分野のサービスを中
⼭間地域に出張提供し、交通弱者を中⼼に利便性向上につなげている。

智頭町

出典︓デジ⽥メニューブック（内閣官房、最終確認⽇︓R6.11.20）

魅⼒とつながりによる持続可能な圏域の形成
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「暮らし」に関する主要な施策の事例

事例④︓エネルギーの地産地消による地域資⾦循環
地域資源を最⼤限活⽤しながら地域の稼ぐ⼒を向上し、地域経済循環を構築する
ことにより、住⺠⽣活に必要なサービス提供や地域の中で新しいビジネスを創出してい
る。第三セクターであるが、⺠間のノウハウを取り⼊れた経営を⾏い、ガバナンスを利か
せながら、社会的インパクトの創出を⽬指して、⾏政界を超えた事業活動を実践。

⽶⼦市・境港市他

出典︓国⼟審議会地域⽣活圏専⾨委員会 とりまとめ報告書 概要資料

事例②︓デジタルの徹底活⽤による地域課題の解決
町内に⾼校、中核病院、鉄道等がないという地域課題の解決に向けて、デジタルを活
⽤した取組を推進。また、美郷町の地域課題と⺠間企業のマッチングを図る専⾨窓⼝
である「ソーシャルデザイン統括本部」を⽴ち上げ、積極的な官⺠連携を推進。

美郷町

出典︓未来技術社会実装事業（内閣府）



事例⑥︓交通結節点とネットワークの形成
「交通ターミナル」「デッキ」「次世代モビリティ」「防災拠点」の４つの主要機能をもち、
道・港・駅・まちが⼀体となる次世代型総合交通拠点の実現を⽬指す。（バスタ）

呉市
魅⼒的な拠点都市機能強化と中⼩都市の振興

事例⑤︓歩⾏者の居⼼地と回遊性を向上する取組 広島市
「カミハチキテル」とは官⺠連携のまちづくりプラットフォームであり、広島市の紙屋町・⼋
丁堀地区（カミハチ）で歩⾏者の居⼼地を良くし、回遊性を⾼める取組を実施。

出典︓カミハチキテルHP
ウッドデザイン賞の受賞作品DB

官⺠が⼀体で推進

出典︓呉駅交通ターミナルの事業計画HP
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事例⑦︓条件不利を克服する教育DXの取組

離島地域における教育機会のハンディキャップの克服を
図るため、デジタルによる遠隔授業を活⽤し、⼩規模
校においても⼤⼈数での意⾒交換ができる体制を確保。

隠岐の島町

中⼭間・島しょ部における持続可能な⽣活サービス機能の維持・確保

出典︓島根県提供資料

事例⑧︓24時間いつでも⾃由に往来ができる
離島の実現

様々なヒト・モノが⼤崎上島と他地域を⾃由に往来で
きるように、24時間利⽤可能な海上交通を⽬指し、
⾃律航⾏船の実証実験を推進。

⼤崎上島町

出典︓スマートアイランド推進実証調査（国⼟交通省）

「暮らし」に関する主要な施策の事例

出典︓⼩さな拠点づくり事例集

事例⑨︓移動販売などによる⽇常⽣活機能の
確保

JAスーパーの撤退を契機に、NPO法⼈が⾷料・⽇⽤品
⼩売店「ほほえみの郷トイトイ」の運営を⾏い、移動販
売などによる地域の⾼齢者等の買い物拠点を確保。

⼭⼝市



出典︓島根を創る⼈
づくりプロジェクト
（島根県HP）

事例⑬︓若者の県内定着を図る取組
若者のライフステージに応じた切れ⽬のない対策(ふるさと
教育、県内企業の情報発信等)を⾏い、島根の次代を
担う若者の県内定着、Uターン・Iターンの促進に取り組む。

島根県

【島根を創る⼈づくりプロジェクト】

１島根を愛し、島根の未来を
考える⼦どもを増やす

２島根で学ぶ若者を増やす

３島根で就職する学⽣を増やす

４島根へ還る若者を増やす

５島根と関わる若者を増やす

事例⑭︓若者回帰を⽬指す取組
都市部⼈材と地域とのマッチングなどの取組を推
進し、将来的な移住の裾野を拡⼤し、⼭⼝県へ
の若者回帰の流れをつくることを⽬指す。

出典︓⼭⼝つながる案内所（⼭⼝県HP）

事例⑩︓中国圏ファンづくりに向けた取組 ⽵原市・三原市・尾道市
全国から「地域・農業に関⼼がある若者」をマッチングし、農業の担い⼿として地域に
関わる関係⼈⼝（せとうちファン）の創出に取り組む。

出典︓智頭町HP、全国町村会HP

出典︓せとうちファンづ
くりプロジェクト（広島
県、JR⻄⽇本HP）

多様な関係⼈⼝の拡⼤・深化による活躍⼈⼝の創出

参考：個別事業のイメージ
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⼭⼝県

「暮らし」に関する主要な施策の事例

事例⑫︓新しい働き⽅の推進
⿃取県においてワーケーション、サテライトオフィス、副業・兼
業など、新しい働き⽅を積極的に推進し、関係⼈⼝の拡
⼤・深化に向けて取り組む。

出典︓⿃取県提供資料より抜粋

⿃取県

事例⑪︓災害を切り⼝とした地域間交流と地域おこし 智頭町
⿃取県智頭町は、災害時の避難場所提供と特産品送付などを通じた地域間交流・
地域おこしを⽬指す「疎開保険」を全国に先駆けて実施。

▲疎開体験ツアーの様⼦

▲加⼊者特典の智頭町の特産品



東アジアや欧⽶各国を始めとする海外との交流推進海外含め圏域内外で対流促進させる重層的なネットワークの形成

⼭陰道を始めとした⾼規格道路の未整備区間の解消や更なるリダンダンシーの確保
等により、海外含め圏域内外、地域⽣活圏相互の対流促進を図る。

事例⑯︓国際的なサミットを契機とした取組の推進 広島県
外務省と広島サミット県⺠会議との共催で⾏われ、次世代を担う県内⼩・中・⾼等
学校⽣や、地元の住⺠、事業者、関係者、⼀般公募の招待者などが来場。

出典︓⼭陰道HP 出典︓外務省HP

事例⑰︓地域の課題解決に向けた共創の取組

出典︓倉吉市提供資料

倉吉市
倉吉市関⾦地区では、地域の課題解決に向け、地域の様々な関係者の連携による
エネルギーと交通を基軸とした持続可能な仕組みづくりのための実証事業を実施。

共創（関係者の連携・協働）や地域交通DX・交通GXによる地域公共交通の「リ・デザイン」（再構築）
事例⑱︓⾃動運転・隊列⾛⾏BRTの実証実験

出典︓東広島市HP

東広島市
広島⼤学、東広島市、JR⻄⽇本が連携し、都市拠点等における公共交通の機能
強化と魅⼒向上に向け、⾃動運転・隊列⾛⾏BRTの実証実験を実施。

2022年11⽉22⽇、連携協定を締結
（広島⼤学、東広島市、JR⻄⽇本）

実証実験⾞両
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⼭陰道の延⻑と整備率
（令和7年4⽉1⽇時点）

整備率延⻑

－約380km全体延⻑

61%230km開通済延⻑

25%95km事業中延⻑

「暮らし」に関する主要な施策の事例

中海・宍道湖8の字ネットワーク（⿃取県・島根県）

事例⑮︓⽇本海側の未整備区間の解消
⼭陰と⼭陽の連携強化や都市間・拠点間移動の⾼速化

⿃取県・島根県・⼭⼝県他



「ものづくり」の競争⼒強化と産業構造転換プロジェクト
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出典︓「中国地域港湾の中⻑期構想」を基にに加筆

カーボンニュートラルポート（CNP）のイメージ

＜施策内容＞
カーボンニュートラルを⾒据えた産業構造の転換

・クリーンエネルギー転換に向けた臨海部コンビナートの基幹産業拠点の強化・再⽣
・クリーンエネルギー転換等を⽀えるインフラ機能の強化

ものづくり産業のDX等による競争⼒強化

・グローバル産業の国際競争⼒強化
・ローカル産業の活性化
・産学官⾦が連携したイノベーション、スタートアップの創出
・産業の⽣産性向上等を図るDXの推進
・ものづくり産業等における⾼度な技術・技能を有する⼈材の育成

基幹産業の競争⼒強化に直結する物流機能の強化
・地域の基幹産業を⽀える物流・港湾の機能強化

出典︓国⼟交通省港湾局HP

広域連携による物流・港湾の強靭化

今後のスマートファクトリーの⽅向性

出典︓製造業における
DX（経済産業省）
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物流中継拠点の整備物流中継拠点の整備

企業⽴地と管内ネットワーク

物流・港湾の圏域内外における連携

⾃動⾞⼯場︓⼀般社団法⼈⽇本⾃動⾞⼯業会「⽇本の⾃動⾞⼯場」（2023年）
半導体⼯場︓東京エレクトロン「半導体産業復活の機運、⽇本国内の半導体⼯
場の最新情報」（2023年11⽉2⽇）, 三菱電機HP
造 船 ⼯ 場 ︓⽇本造船⼯業会 会員紹介（2023年4⽉1⽇現在）, ⽇本経済新聞
"NIKKEI COMPASS"（2024年2⽉13⽇閲覧）
物 流 倉 庫 ︓⽇本ロジスティクスシステム協会 会員⼀覧より「23倉庫業」を
抜粋（2024年2⽉1⽇時点） より企業を確認
※近接する⼀部の企業は統合したポイントで表現

物流中継拠点の整備物流中継拠点の整備

「ものづくり」の競争⼒強化と産業構造転換プロジェクト

産業のエネルギー転
換に必要となる 水素
やアンモニア等の供
給に必要な環境整備
を行うことで、港湾・臨
海部の産業構造の転
換及び競争力の強化
に貢献

産業の構造転換及び
競争力強化への貢献

世 界 的 な サ プ ラ イ
チェーン全体の脱炭
素化の要請に対応し
て、港湾施設の脱炭
素化等への取組を進
めることで、荷主や船
社から選ばれる、競争
力のある港湾を形成

荷主や船社から選ば
れる競争力のある港

湾を形成



地域産業の成⻑化プロジェクト
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地域産業の成⻑化プロジェクト
＜施策内容＞
農林⽔産業の成⻑産業化

・デジタルを活⽤した農林⽔産・⾷品産業の成⻑産業化と地域の活性化
・売れる農林⽔産物･加⼯品づくりの６次産業化の推進や輸出の促進
・担い⼿の育成・確保、経営体質の強化、農業⽣産基盤の整備・保全

地域資源を活⽤した地域産業の育成と新たな産業の創出に
よる「令和の⾥⼭・⾥海づくり」

・地場産業・伝統⼯芸など歴史⽂化に根差した産業の育成
・地域資源の活⽤による再⽣可能エネルギー等の導⼊
・地域課題を解決する新たな産業の創出

出典︓⼭⼝県が⽬指す農業DX
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スマート農林⽔産業の推進 ６次産業化の推進

出典︓⾹川県HP

出典︓農林⽔産省HP

出典︓⽔産庁HP

スマート⽔産業の推進

出典︓福⼭市 SDGs未来都市計画

地域の強みを⽣かした産業の創出



連携と対流によるインバウンド及び広域観光促進プロジェクト
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連携と対流によるインバウンド及び広域観光促進プロジェクト
＜施策内容＞

多様な連携によるインバウンド及び広域観光の推進
・観光DXの推進等による持続可能な観光地域づくり
・インバウンド誘客に向けた地域間連携や広域周遊等による戦略的取組
・旅⾏環境整備等による国内交流の拡⼤

出典︓中国運輸局提供資料に⼀部加筆
出典︓中国運輸局提供資料

▼宿泊施設のデータを活⽤した
地域全体の⽣産性・収益⼒向上

▼旅⾏者の利便性向上、
観光地経営の⾼度化
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地域間連携、広域周遊、つながり

インバウンドと国内観光
の連携と対流



主要な施策
参考︓個別事業事例（実施地域）施策施策群広域連携PJ

事例①︓スタートアップ⽀援の取組（広島県）

事例②︓イノベーション実装フィールドの形成（⿃取県）

事例③︓産業未来共創事業による先端技術の⽀援（⿃取県）

・グローバル産業の国際競争⼒強化
・ローカル産業の活性化
・産学官⾦が連携したイノベーション、スタートアップの創出
・産業の⽣産性向上等を図るDXの推進
・ものづくり産業等における⾼度な技術・技能を有する⼈材の育
成

ものづくり産業のDX等による
競争⼒強化

「ものづくり」の
競争⼒強化と
産業構造転換
プロジェクト

事例④︓「2024年問題」への対応に向けた取組の推進（中国５県）

事例⑤︓国際フィーダー航路の拡充（境港市）

事例⑥︓国際バルク戦略港湾政策の取組（倉敷市）

・地域の基幹産業を⽀える物流・港湾の機能強化基幹産業の競争⼒強化に直
結する物流機能の強化

事例⑦︓中国管内における港湾脱炭素化推進協議会の設置・計画策定状況（周南市）

事例⑧︓中国地⽅臨海部産業におけるCN推進に向けた様々な取組検討の⼀例（岡⼭
県・広島県・⼭⼝県他）

・クリーンエネルギー転換に向けた臨海部コンビナートの基幹産業
拠点の強化・再⽣
・クリーンエネルギー転換を⽀えるインフラ機能等の強化

カーボンニュートラルを⾒据え
た産業構造の転換

事例⑨︓スマート農業導⼊による省⼒化や⼈材確保（奥出雲町）

事例⑩︓６次産業化等による売れる農林⽔産物の創出（⼋頭町）

・デジタルを活⽤した農林⽔産・⾷品産業の成⻑産業化と地域
の活性化
・売れる農林⽔産物･加⼯品づくりの６次産業化の推進や輸出
の促進
・担い⼿の育成・確保、経営体質の強化、農業⽣産基盤の整
備・保全

農林⽔産業の成⻑産業化
地域産業の成
⻑化プロジェク
ト

事例⑪︓地域資源を⽣かしたバイオマス発電（真庭市）

事例⑫︓再⽣可能エネルギーの活⽤に向けた取組（⼭⼝県）

・地場産業・伝統⼯芸など歴史⽂化に根差した産業の育成
・地域資源の活⽤による再⽣可能エネルギー等の導⼊
・地域課題を解決する新たな産業の創出

地域資源を活⽤した地域産
業の育成と
新たな産業の創出による「令
和の⾥⼭・⾥海づくり」

事例⑬︓来訪意欲増進に向けたオンライン技術活⽤（瀬⼾内市）

事例⑭︓瀬⼾内地域やその周辺地域におけるサイクルツーリズムの推進（中国５県他）

事例⑮︓中国5県による官⺠⼀体となったプロモーション（中国５県）

事例⑯︓体験型修学旅⾏の誘致の取組（広島県、⼭⼝県）

事例⑰︓インバウンドの誘客促進に向けた取組（島根県）

事例⑱︓中国圏の周遊促進に向けた取組（中国５県）

事例⑲︓インバウンドの広域周遊観光促進に向けた取組（中国５県他）

事例⑳︓⼆次交通としての⼩型船利⽤促進に向けた取組（広島市、⽟野市他）

・観光DXの推進等による持続可能な観光地域づくり
・インバウンド誘客に向けた地域間連携や広域周遊等による戦
略的取組
・旅⾏環境整備等による国内交流の拡⼤

多様な連携によるインバウンド
及び広域観光の推進

連携と対流に
よるインバウン
ド及び広域観
光促進プロ
ジェクト

「産業・経済」に関する主要な施策の事例

38



事例①︓スタートアップ⽀援の取組 広島県
ユニコーン企業に匹敵する、企業価値が⾼く急成⻑する企業を10年間で10社創出
することを⽬標として「ひろしまユニコーン10」プロジェクトを推進。

事例②︓イノベーション実装フィールドの形成 ⿃取県
⿃取砂丘が⽉⾯の類似地形であることを⽣かし、⽉⾯と⿃取砂丘の関係性をデジタ
ル技術により把握し、⿃取砂丘活⽤による⽉⾯環境を想定した実証を推進。

●事業成⻑を⽬指すスター
トアップ企業を対象として伴
⾛型⽀援事業を展開
●16社が事業成⻑に必要
な視点を学ぶ。

出典︓広島県提供資料

も の づ く り 産 業 の D X 等 に よ る 競 争 ⼒ 強 化

出典︓⿃取県提供資料

39

【シード企業コース】

事業内容企業名
発達障害者コミュニケーション⽀援ツール開発株式会社

AiCELLEX1

AI を使った新しい情報サービスの構築株式会社ヴィ
ジュアライズ2

⾃社 IP に基づくオリジナルの VR ゲーム開発株式会社 Gino3

肺線維症の進⾏を⽌める医薬品の開発株式会社抗体医
学研究所4

アップサイクルプラント PaaS モデルで、ごみを
資源化

合同会社
JOYCLE5

潰瘍性⼤腸炎及びクローン病の治療薬の開発スカイファーマ6
マイクロ RNA（miRNA）を検出して、がんの超
早期発⾒

合同会社
Setolabo7

もみ殻利活⽤による、環境課題・社会課題解決株式会社トロム
ソ8

インドでのマッチングアプリ開発・運営ノウハウ
を活⽤した⽇本展開native.合同会社9

ペットのマイクロバイオーム解析、ペットフード/
ペットサプリの設計/販売株式会社 Forema10

単分⼦誘電体の構造・特性評価、合成・製造、デ
バイスの研究開発

株式会社マテリ
アルゲート11

カテーテル関連尿路感染症（CAUTI）予防デバイ
スの開発

株式会社 
Medlarks12

【アーリー企業コース】
事業内容企業名
顔認証システムによる防犯サービスの開発・提供CIA 株式会社1
⽣成 AI 技術を活⽤した中⼩企業向け補助⾦クラウ
ドサービスの提供

株式会社
Stayway2

低温蒸留製法による第三の和酒「浄酎」の製造販
売

ナオライ株式会
社3

雌雄産み分けによる⾼効率な精密畜産技術の開発ルラビオ株式会
社4

「産業・経済」に関する主要な施策の事例

事例③︓産業未来共創事業による先端技術の⽀援 ⿃取県
⿃取県が県内の経済活性化と産業の成⻑を⽬的として、⼯場や事業所を新設・増
設する企業に対し、初期投資などの費⽤を重点的に⽀援。

出典︓⿃取県HP
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事例④︓「2024年問題」への対応に向けた取組の推進
物流業界の「2024年問題」に対応するため、格的な中継拠点となる「コネクトパーキング宮島」を整備することで、中継輸送を実現し、ドライバーの労働環境の改善を推進。
また、物流GX・DX、物流標準化、共同配送等の物流拠点の整備などにより、さらなる物流の効率化を図る。

基 幹 産 業 の 競 争 ⼒ 強 化 に 直 結 す る 物 流 機 能 の 強 化

出典︓総合物流施策⼤綱（国⼟交通省）、物流2024年問題について（国⼟交通省）

物流GX・DXによる効率化

共同物流拠点の整備

物流標準化の取組の加速

全国で２例⽬の
物流中継拠点

物流中継拠点整備と中継輸送の推進

「産業・経済」に関する主要な施策の事例

中国５県



カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を ⾒ 据 え た 産 業 構 造 の 転 換
港湾において、⽔素・アンモニア等の⼤量・安定・安価な輸⼊を可能とする受⼊環境の整備や、脱炭素化に配慮した港湾機能の⾼度化、集積する臨海部産業との連携等を通
じて、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする「カーボンニュートラルポート（CNP）」の形成に係る施策を推進。

「産業・経済」に関する主要な施策の事例

《⻄⽇本エリアの次世代エネルギー供給拠点港への発展を⽬指した徳⼭下松港CNP形成のイメージ図（2050年）》
事例⑦︓中国管内における港湾脱炭素化推進協議会の設置・計画策定状況
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基 幹 産 業 の 競 争 ⼒ 強 化 に 直 結 す る 物 流 機 能 の 強 化

● ●
敦賀港

●神⼾港

国際フィーダー航路
（内航コンテナ船）

舞鶴港
●境港

事例⑤︓国際フィーダー航路の拡充
神⼾港、境港、京都舞鶴港、敦賀港の間で⽇本海側では初となる国際フィーダー航
路が新規就航。2021年11⽉より試験運航を開始し、2022年3⽉より定期化。

事例⑥︓国際バルク戦略港湾政策の取組
地域の基幹産業の競争⼒強化、資源・エネルギー・⾷料の安定的かつ安価な輸⼊
のため、中型船による海上輸送（⾮効率）から、企業間連携による⼤型船を活⽤し
た⼀括⼤量輸送（効率的）への転換を促進。

出典︓中国地⽅整備局
港湾空港部

国際基幹航路の
維持・拡⼤

＜⽔島港＞

※徳山下松港等におけるCNP形成のイメージは、将来需要や今後の事業性検討等の実施状況を踏まえ、適宜見直しを図るものとする。

出典︓
中国地⽅整備局
港湾空港部

境港市 倉敷市

周南市



農 林 ⽔ 産 業 の 成 ⻑ 産 業 化
事例⑨︓スマート農業導⼊による省⼒化や⼈材確保 奥出雲町
ドローンの活⽤によって防除の省⼒化や、環境モニタリング機材による栽培技術の継
承により⾼位安定⽣産が可能になるなど、持続可能な環境整備が進められている。

出典︓令和6年度農業新技術活⽤事例（環境省HP）

●ドローンの活⽤によって、農家の
負担軽減
●さらに、集落営農に興味を持っ
た10名の⼈材確保にも寄与

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を ⾒ 据 え た 産 業 構 造 の 転 換

事例⑩︓６次産業化等による売れる農林⽔産物の創出 ⼋頭町
⿃取県⼋頭町の「ひよこカンパニー」では、鶏卵の⽣産から⾷品の製造・販売などを⼿
掛ける6次産業化、ブランド化により来場者が増加。

出典︓中国圏広域地⽅計画中間評価

○雇⽤者数（パート含む）30名（H23）→185名（R1）
○飼育⽻数（採卵鶏）2.7万⽻（H23）→4.6万⽻（R1）

○来客者数 ５万⼈（H23）→39万⼈（R1）
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「産業・経済」に関する主要な施策の事例

事例⑧︓中国地⽅臨海部産業におけるCN推進に向けた様々な取組検討の⼀例
水素・アンモニアのサプライチェーン構築に向けた取組

【⽔島港】 ⽔島コンビナートにおけるCO2フリー⽔素の利活⽤に関する共同検討の開始 （出典︓R5.10.30 ENEOS(株)、JFEスチール（株）ニュースリリースより抜粋）
ENEOS（株）とJFEスチール（株）は、将来的に⼤規模な⽔素利⽤が期待される⽔島コンビナートにおいて、CO2フリー⽔素の受⼊・貯蔵・供給拠点の整備および利活⽤に関する検討を開始。

2030年までにCO2フリー⽔素サプライチェーン構築を⽬指し、2030年以降の⽔素利⽤拡⼤を⾒据えたサプライチェーンの拡⼤と脱炭素社会の実現に向けた⽔素の有効な利⽤⽅法についての検討も実施。

【徳⼭下松港】 周南コンビナートアンモニア供給拠点整備基本検討事業の開始 （出典︓R4.8.30 出光興産（株）、東ソー(株)、(株)トクヤマ、⽇本ゼオン(株)ニュースリリースより抜粋）
出光興産（株）、東ソー（株）、（株）トクヤマ、⽇本ゼオン（株）の4社は、2030年までに周南コンビナートにおける年間100万トン超のカーボンフリーアンモニア供給体制を確⽴することを⽬的に、出光興産（株）徳

⼭事業所の貯蔵施設を周南コンビナートにおけるアンモニアの共通供給拠点として整備し、周南コンビナート各社へのアンモニア供給インフラ検討を⾏い、周南地区における国内初のアンモニアサプライチェーンの構築を推進。

CCS事業化に向けた先進的取組 〜2030年度までのCO2貯留開始に向けた設計作業等〜
【瀬⼾内沿岸地域】 マレーシア サワラク沖 CCS事業 （出典︓JOGMEC 令和6年度「先進的CCS事業に係る設計作業等」に選定した案件の概要より抜粋）

⽯油資源開発（株）、⽇揮ホールディングス（株）、川崎汽船（株）、Petronas CCS Ventures Sdn.Bhd.、JFEスチール（株）、三菱⽡斯化学(株)、三菱ケミカル(株)、中国電⼒(株)、⽇本ガスライン
(株)は、瀬⼾内地域のコンビナート連携による排出CO2の出荷拠点への集約に加え、コンビナート外の回収CO2も内航輸送で同拠点に集約し、マレーシアに外航輸送・貯留する事業をマレーシアPETRONASと共同で推進。

【⻄⽇本広域】 マレーシア マレー半島沖南部CCS事業 （出典︓JOGMEC 令和6年度「先進的CCS事業に係る設計作業等」に選定した案件の概要より抜粋）
三井物産(株)、中国電⼒(株)、関⻄電⼒(株)、コスモ⽯油(株)、電源開発(株)、九州電⼒(株)、(株)レゾナック、UBE三菱セメント(株)は、⻄⽇本広域の拡張性が⾼く多産業に跨がる排出源からCO2を⼤規模回

収し、マレーシアPETRONAS及び仏TotalEnergiesと共にマレー半島東海岸沖で開発する貯留ハブに越境輸送・貯留する事業を推進。

岡⼭県・広島県・⼭⼝県他



事例⑭︓瀬⼾内地域やその周辺地域におけるサイクルツーリズムの推進
3つの橋でつながる瀬⼾内地域やその周辺地域を⽇本屈指のサイクリングエ
リアとする取組（瀬⼾内のサイクリングルート、サービスの⼀本化等）を推進。

事例⑬︓来訪意欲増進に向けたオンライン技術活⽤ 瀬⼾内市
観光資源とオンライン技術とを組み合わせることによって、観光需要や消費意
欲を創出し、来訪意欲の増進につなげようという取組。

出典︓観光DX推進プロジェクト（観光庁）

「⽇本⼑の聖地」岡⼭県瀬⼾内市に
て、⽣配信でオンラインツアーを開催

学芸員のガイドによる名⼑「⼭⿃⽑」の特別
公開ガイドにおけるオンラインチャットの活⽤

エリア︓兵庫県、岡⼭県、広島県、
⼭⼝県、⿃取県 徳島県、
⾹川県、愛媛県、⾼知県 43

「産業・経済」に関する主要な施策の事例
地 域 資 源 を 活 ⽤ し た 地 域 産 業 の 育 成 と 新 た な 産 業 の 創 出 に よ る 「 令 和 の ⾥ ⼭ ・ ⾥ 海 づ く り 」

事例⑪︓地域資源を⽣かしたバイオマス発電 真庭市
「エネルギーの森づくり」として、⼈⼿の⼊らなかった広葉樹林の循環利⽤を復活し、森
林整備、⽊材、バイオマス産業の構築を推進するなど地域循環型の森づくりを推進。

事例⑫︓再⽣可能エネルギーの活⽤に向けた取組 ⼭⼝県
⽔⼒発電や太陽光パネル等から得られる再⽣可能エネルギーを利⽤する企業に対し
て、認定制度を設けるなど脱炭素社会に貢献する企業の価値向上の取組を推進。

「真庭バイオマス産業杜市」のイメージ

出典︓真庭バイオマス産業杜市構想（改訂版）
内閣官房「国・地⽅脱炭素実現会議 ヒアリング（第１回）」 出典︓⼭⼝県提供資料

「⼭⼝県企業局CO2フリープラン」の供給真庭市内の熱利⽤を含めた
エネルギー⾃給率は約62％
（令和２年１⽉現在）

多 様 な 連 携 に よ る イ ン バ ウ ン ド 及 び 広 域 観 光 の 推 進

出典︓Setouchi Vélo HP

中国５県他



多 様 な 連 携 に よ る イ ン バ ウ ン ド 及 び 広 域 観 光 の 推 進
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「産業・経済」に関する主要な施策の事例

事例⑰︓インバウンドの誘客促進に向けた取組 島根県
広島からの訪⽇外国⼈を島根県内へ誘客することを⽬的とし、⾼速乗り合いバスを
訪⽇外国⼈に限り、⽚道運賃を1,000円で乗⾞可能にする取組。

出典︓島根県提供

事例⑯︓体験型修学旅⾏の誘致の取組 広島県、⼭⼝県
広島湾周辺の8地域が連携し、「平和学習と瀬⼾内海特有の豊かな⾃然を⽣かした
多彩な体験プログラム」を組み合わせた体験型修学旅⾏を誘致している。

出典︓広島湾域 まるごと感動体験 総合パンフレット

事例⑮︓中国5県による官⺠⼀体となったプロモーション
中国5県、観光関係者と連携し、官⺠⼀体となったプロモーションにより当地域の旅⾏
商品拡充、外国⼈観光客の誘客拡⼤、広域周遊促進を図る。

出典︓2024年度中国地域観光推進協議会総会議案書（中国経済連合会）

②台湾での観光情報説明会

⑤香港旅行博でのステージイベント

⑧酒蔵ツーリズムのSNS発信

中国５県



事例⑳︓⼆次交通としての⼩型船利⽤促進に向けた取組
クルーズ船寄港地における、陸上の⼆次輸送（バス・タクシーなど）不⾜や海洋周辺
の観光コンテンツ不⾜によるオーバーツーリズムの発⽣に対応するため、「⼆次交通とし
ての⼩型船利⽤促進に向けた旅客動線のあり⽅」を検討する実証事業の実施。
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「産業・経済」に関する主要な施策の事例

＜広島港＞

＜宇野港＞

■トライアル運航の概要 実施⽇︓令和6年10⽉21⽇（⽉）

（１）運航ルート
※宇野港〜⽜窓〜⼩⾖島〜宇野港
※今後、宇野港に寄港するクルーズ船が⼤型化した際には、観光
バスの不⾜や在来線が混雑するなどの懸念が考えられます。そこ
で、宇野港周辺に位置するクルーズ旅客の主要な訪問地を、宇野
港からの海上⼆次交通（⼩型船）によって結んだ場合のトライア
ル運航を⾏い、⼩型船活⽤の有⽤性を検証します。

■トライアル運航の概要 実施⽇︓令和6年10⽉17⽇（⽊）

（１）運航ルート
※広島港宇品地区〜⼤⽵〜似島〜広島港宇品地区
※広島港におけるクルーズ船の発着・寄港に際しては、観光
バスの不⾜や路線バスや在来線の混雑の課題が⽣じていま
す。そこで、広島港周辺に位置するクルーズ旅客の主要な
訪問地を、宇品地区からの海上⼆次交通（⼩型船）に
よって結んだ場合のトライアル運航を⾏い、⼩型船活⽤の有
⽤性を検証します。
（２）使⽤船舶 ・地理院地図（電⼦国⼟Web）を加⼯して作成

（２）使⽤船舶 ・地理院地図（電⼦国⼟Web）を加⼯して作成

※（株）岡⼭京橋クルーズHPより
※（株）岡⼭京橋クルーズHPより

※(株)瀬⼾内クルージングHPより※(株)瀬⼾内クルージングHPより

事例⑱︓中国圏の周遊促進に向けた取組
中国地⽅のNEXCO⻄⽇本の⾼速道路が2⽇間または3⽇間定額で乗り放題となる
ETC⾞限定の周遊型割引プランを導⼊し、圏域内の周遊を促進。

出典︓NEXCO⻄⽇本HP

出典︓(⼀社)⼭陰インバウンド機構

事例⑲︓インバウンドの広域周遊観光促進に向けた取組
中国５県他

観光フリーパスや公共交通の乗⾞券がセットとなった訪⽇外国⼈向けのデジタル周遊
パス「Discover Another Japan」アプリを販売し、広域周遊観光を促進

対象エリア

多 様 な 連 携 に よ る イ ン バ ウ ン ド 及 び 広 域 観 光 の 推 進

中国５県 広島市・⽟野市他



総⼒戦で挑む防災・減災プロジェクト
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総⼒戦で挑む防災・減災プロジェクト

出典︓「中国圏広域地⽅計画中間評価」を基に作成

＜施策内容＞ 安全で安⼼な住宅やまちづくりの推進
・安全安⼼なまちづくりの推進

出典︓無電柱化に関する⽀援制度の概要と事例紹介

出典︓流域治⽔の推進（国⼟交通省）

総⼒戦で挑む防災・減災対策等の推進

・ハード・ソフト両⾯からの事前防災対策の推進
・広域災害発⽣にも備えた災害に強い地域づくり
・防災・減災の体制強化と⼈材育成

47

災害時における圏域内外のバックアップ体制の強化
・災害時におけるバックアップ体制の強化

発災時緊急輸送ネットワークのイメージ



戦略的インフラメンテナンス推進プロジェクト
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戦略的インフラメンテナンス推進プロジェクト

出典︓総⼒戦で取り組むべき次世代の「地域インフラ群再⽣戦略マネジメント」 〜インフラメンテナンス第２フェーズへ〜

総⼒戦で取り組む次世代のインフラ⽼朽化対策の推進

・予防保全型メンテナンスへの本格転換
・新技術・官⺠連携⼿法の普及によるメンテナンスの⾼度化・効率化
・多様な主体の連携・協⼒によるメンテナンス体制の構築
・メンテナンス⼈材の確保・育成

＜施策内容＞

出典︓国⼟交通省インフラ⻑寿命化計画（⾏動計画） 令和３年度〜令和７年度概要
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主要な施策

参考︓個別事業事例（実施地域）施策施策群広域連携PJ

事例①︓太⽥川における洪⽔調整機能の向上と流域治⽔推進の取組（広島県）

事例②︓防災減災に資する⼟地利⽤規制の取組（広島県）

事例③︓被災の経験を⽣かした逃げ遅れゼロに向けた取組（倉敷市）

事例④︓命のみなとネットワークの形成に向けた取組・効果（出雲市）

事例⑤︓⼤規模災害や感染症等のリスク発⽣時における港湾施設の管理代⾏（呉市）

・ハード・ソフト両⾯からの事前防災対策の推進
・広域災害発⽣にも備えた災害に強い地域づくり
・防災・減災の体制強化と⼈材育成

総⼒戦で挑む防災・減
災対策等の推進

総⼒戦で挑む防
災・減災プロジェク
ト

事例⑥︓無電柱化の取組（⿃取県）・安全安⼼なまちづくりの推進安全で安⼼な住宅やま
ちづくりの推進

事例⑦︓広島呉道路（クレアライン）の４⾞線化事業（広島県）・災害時におけるバックアップ体制の強化
災害時における圏域内
外のバックアップ体制の
強化

事例⑧︓予防保全メンテナンスへの本格転換（岡⼭県）

事例⑨︓AI による橋梁インフラ点検・診断システム（⼭⼝県）

事例⑩︓インフラマネジメント基盤「DoboX」（広島県）

事例⑪︓地域インフラ群再⽣戦略マネジメントの推進（広島県他）

事例⑫︓⺠間企業と連携した技術開発及び社会実装（中国５県）

・予防保全型メンテナンスへの本格転換
・新技術・官⺠連携⼿法の普及によるメンテナンスの⾼度化・効
率化
・多様な主体の連携・協⼒によるメンテナンス体制の構築
・メンテナンス⼈材の確保・育成

総⼒戦で取り組む次世
代のインフラ⽼朽化対策
の推進

戦略的インフラメン
テナンス推進プロ
ジェクト

「安全・安⼼」に関する主要な施策の事例
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総 ⼒ 戦 で 挑 む 防 災 ・ 減 災 対 策 等 の 推 進
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事例①︓太⽥川における洪⽔調整機能の向上と流域治⽔推進の取組

出典︓太⽥川⽔系河川整備計画【⼤⾂管
理区間】（変更）の概要（国⼟交通省）

安全な地域への居住の誘導を図っていくためレッドゾーンを対象に、「市街化区域」を
「市街化調整区域」へ⾒直す”逆線引き”の取組を推進。

事例②︓防災減災に資する⼟地利⽤規制の取組

出典︓市街化区域内の
⼟砂災害特別警戒区域
を市街化調整区域に編
⼊（逆線引き）する取
組について（広島県）

事例③︓被災の経験を⽣かした逃げ遅れゼロに向けた取組
平成30年7⽉豪⾬で被災した倉敷市真備町地区では、避難に⽀援が必要な⽅を
中⼼に、地域連携型のマイ・タイムラインの作成。また、作成のノウハウが蓄積されてき
たことから、さらに取り組みを加速化するため、作成ヒント集を展開。

広島県

出典︓要配慮者マイ・タイムライン（国⼟交通省）

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策の例氾濫をできるだけ防ぐ・減らす対策の例

太⽥川⽔系の流域において、氾濫をできるだけ防ぐ・減らす対策、被害対象を減少させるための対策、被害の軽減、早期復旧・復興のための対策流域対策の強化を推進。ま
た、洪⽔調節機能向上の⽅策として、樽床ダム等において、事前放流など既存ストックを最⼤限活⽤する計画を検討した上で、さらなる洪⽔調節機能の増強が必要な場合に
は、ダムの整備について検討を進める。

「安全・安⼼」に関する主要な施策の事例

広島県

倉敷市



総 ⼒ 戦 で 挑 む 防 災 ・ 減 災 対 策 等 の 推 進
事例④︓命のみなとネットワークの形成に向けた取組・効果
港の機能を最⼤限活⽤した海上輸送による救助・救援や物資輸送等の災害対応
⽀援を⾏うため、各地域で、船舶を活⽤した防災訓練の実施など「命のみなとネット
ワーク」の形成に向けた取組を進めている。

「安全・安⼼」に関する主要な施策の事例
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【訓練の実施状況】 （出雲市塩津漁港）令和6年9⽉25⽇

出典︓中国地⽅整備局港湾空港部

通⾏⽌め

県道 ⼤社⽇御碕線
〔7/9 20:00〕
路⾯崩壊による
全⾯通⾏⽌め

⽀援活動①
「はくしゅう」による避難者の輸送状況（令和６年７⽉10
⽇）

⽀援活動②
「はくしゅう」に積み込んだ⽀援物資（令和６年７⽉11⽇）

（避難先、物資供給拠点）
出雲⼤社付近
⼤社漁港【島根県管理】
物揚場（⽔深2.5m）

（孤⽴地域）⼤社町⽇御碕集落
宇⿓漁港【島根県管理】
物揚場（⽔深2.5m）

【孤⽴】⼤社町⽇御碕（ひのみさき）集落
・孤⽴⼈数︓548名※、観光客65⼈

【港湾業務艇「はくしゅう」による孤⽴集落の⽀援活動】

職員と地域住⺠等の連携による救援物資の陸揚げ状況

事前の検討・準備により、迅速な対応が可能となった

救援物資を積んだ港湾業務艇はくしゅう 地域住⺠等への命のみなとネットワーク活動の説明状況

出典︓中国地⽅整備局港湾空港部

出典︓国⼟地理院
（H30.7.9撮影）

呉港川原⽯南地区

泊地埋塞箇所

【呉港川原⽯南地区泊地の埋塞⼟砂浚渫】
泊地(-4.5m)、泊地(-5.5m)が周辺河川からの流下⼟砂で１〜2m埋塞。
埋塞⼟量約5,500m3。 ※9⽉14⽇までに浚渫⼯事を完了。

浚渫⼟砂は江⽥島市の藻場造成
箇所で有効活⽤。

泊地埋塞箇所

⼟砂運搬場所
(藻場造成箇所)

グラブ浚渫船による泊地の浚渫状況

事例⑤︓⼤規模災害や感染症等のリスク発⽣時における港湾施設の
管理代⾏

重要港湾呉港では、平成３０年７⽉豪⾬災害に伴い国⼟交通⼤⾂が呉港の港湾
管理者（呉市）からの要請を受け、港湾法第５５条の３ の３の規定に基づく施設
管理の⼀部を実施した。（全国で初めて）

出雲市
呉市



53

「安全・安⼼」に関する主要な施策の事例

総 ⼒ 戦 で 取 り 組 む 次 世 代 の イ ン フ ラ ⽼ 朽 化 対 策 の 推 進

「予防保全」の考え⽅に基づくメンテナンスサイクルを構築するため、「予防保全」の考
え⽅で対応できる⽔準以下に⽼朽化している施設への措置を早期に実施。

事例⑧︓予防保全メンテナンスへの本格転換 岡⼭県

出典︓岡⼭県道路橋梁維持管理計画

「AI による橋梁インフラ点検・診断システム」を導⼊し、橋梁点検の⾼度化・効率化
を実現。

事例⑨︓AI による橋梁インフラ点検・診断システム ⼭⼝県

出典︓
道路⾏政セミナー 2023.7

災 害 時 に お け る 圏 域 内 外 の バ ッ ク ア ッ プ 体 制 の 強 化安 全 で 安 ⼼ な 住 宅 や ま ち づ く り の 推 進
事例⑦︓広島呉道路（クレアライン）の４⾞線化事業 広島県
暫定２⾞線の４⾞線化により、重層的な道路ネットワークの形成だけでなく、災害
時における代替機能やバックアップ体制の強化が期待。

事例⑥︓無電柱化の推進
災害の防⽌、安全・円滑な交通の確保、良好な景観の形成するために無電柱化に
関する施策を総合的・計画的・迅速に推進。

出典︓広報誌 「クレアライン
4⾞線化通信」（NEXCO
⻄⽇本）

出典︓
⿃取県無電柱
化推進計画
（⿃取県）

⿃取県



総 ⼒ 戦 で 取 り 組 む 次 世 代 の イ ン フ ラ ⽼ 朽 化 対 策 の 推 進
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インフラメンテナンス国⺠会議「ちゅうごく」では、地⽅⾃治体（施設管理者）が抱える施設管理に関する課題に対し、課題を解決する技術の提案会であるピッチイベントを開催。
また、実⽤化を検証する実証試験を通して、最終的に社会実装を図る取組を実施。

事例⑫︓⺠間企業と連携した技術開発及び社会実装

出典︓インフラメンテナンス国⺠会議「ちゅうごく」（国⼟交通省）

製品の説明、現地での試験施⼯（例）

「安全・安⼼」に関する主要な施策の事例

事例⑩︓インフラマネジメント基盤「DoboX」 広島県
防災に関するデータを⼀元的に管理しオープンデータ化することで、多種多様な主体
が迅速に防災データを取得し、防災・減災・インフラメンテナンス等に活⽤。

河川観測カメラ オンライン災害図上訓練 NHK（⼟砂災害危険度）

道路規制情報 3Dマップ（浸⽔想定等） Yahoo!防災速報（防災タイムライン）

出典︓広島県が進める建設DX“DoboX”の紹介（広島県）

■データの組み合わせによる付加価値の創出 ■官⺠連携による新たなサービスの提供■情報の⼀元化によるサービスの向上

事例⑪︓地域インフラ群再⽣戦略マネジメントの推進 広島県他
複数・多分野のインフラを「群」として捉え、更新や集約・再編、新設も組み合わせた
検討により、効率的・効果的にマネジメントする取組。

出典︓国⼟交通省HP

【モデル地域】
・島根県益⽥市、津和野町、吉賀町
・広島県、安芸太⽥町、北広島町
・⼭⼝県下関市 ※市内で国・県との連携を想定

【モデル地域】
・広島県三原市

中国５県



地域脱炭素化及び⽣物多様性保全推進プロジェクト
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地域脱炭素化及び⽣物多様性保全推進プロジェクト
＜施策内容＞ 美しく豊かな⾃然環境の保全・再⽣

・⾃然景観の保全と環境美化の推進
・健全な⽣態系の保全と再⽣
・地域の⾃然を⽣かした環境教育・学習の推進

最適な国⼟の利⽤・管理
・最適な国⼟の利⽤・管理の推進及び効率化・⾼度化

出典︓令和5年版 環境・循環型社会・⽣物多様性⽩書

出典︓荒廃農地解消対策 逆引きマニュアル

出典︓環境省 気候変動適応情報プラットフォームポータルサイト
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森林が

カキ養殖

植物プランクトン

栄養分

栄養分

栄養分

森林

川

海

干　潟 藻　場

流域

汚水処理

地域資源循環の向上
・地域循環共⽣圏の創造
・健全な⽔循環の維持・回復及び⽔産資源の適切な管理
・3R＋Renewable の推進

出典︓JICE REPORT

脱炭素社会に向けた政策（道路交通関係）

出典︓WISENET2050・政策集

インフラ分野のネイチャーポジティブ

地域脱炭素化の推進
・地域の暮らし、まちづくり、交通、インフラ等におけるグリー

ン化など緩和策の推進
・防災や農林⽔産業など気候変動適応を組み込んだ適

応策の推進
・脱炭素先⾏地域における先⾏的な取組の実施

緩和策の取組例

出典︓国⼟交通省HP

3R＋Renewableの推進

荒廃農地の解消



歴史・⽂化の次世代継承プロジェクト
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出典︓歴史まちづくり法について（国⼟交通省）

歴史まちづくりの推進多彩な歴史・⽂化の継承
・歴史的な景観や良好な⾃然景観等特⾊ある景観の形成・保全
・⽂化財・歴史的建造物の保存活⽤や歴史的な街並み等の整備
・歴史・⽂化を継承する⼈材の育成



主要な施策

参考︓個別事業事例（実施地域）施策施策群広域連携PJ

事例①︓⻄粟倉村における脱炭素先⾏地域づくり（⻄粟倉村）

事例②︓グリーンスローモビリティの導⼊（⼤⽥市）

事例③︓地球温暖化緩和策・適応策の取組（岡⼭市、広島県）

事例④︓ブルーカーボン・オフセット推進事業（周南市、尾道市）

・地域の暮らし、まちづくり、交通、インフラ等におけるグリーン化など緩和策の推進
・防災や農林⽔産業など気候変動適応を組み込んだ適応策の推進
・脱炭素先⾏地域における先⾏的な取組の実施

地域脱炭素化の推進

地域脱炭素化及び
⽣物多様性保全推
進プロジェクト 事例⑤︓広島湾再⽣⾏動計画に基づく取組（広島県、⼭⼝県）

・⾃然景観の保全と環境美化の推進
・健全な⽣態系の保全と再⽣
・地域の⾃然を⽣かした環境教育・学習の推進

美しく豊かな⾃然環境の
保全・再⽣

事例⑥︓ぶちエコやまぐち３Ｒ県⺠運動の推進（⼭⼝県）
・地域循環共⽣圏の創造
・健全な⽔循環の維持・回復及び⽔産資源の適切な管理
・3R＋Renewable の推進

地域資源循環の向上

事例⑦︓放牧による荒廃農地再⽣利⽤（周南市）・最適な国⼟の利⽤・管理の推進及び効率化・⾼度化最適な国⼟の利⽤・管理

事例⑧︓重要伝統的建造物群保存地区制度に基づく取組（若桜町）

事例⑨︓歴史的⾵致維持向上計画に基づく取組（津和野町）

事例⑩︓PFI⽅式による歴史的資源を活⽤した施設の整備・運営（津⼭市）

・歴史的な景観や良好な⾃然景観等特⾊ある景観の形成・保全
・⽂化財・歴史的建造物の保存活⽤や歴史的な街並み等の整備
・歴史・⽂化を継承する⼈材の育成

多彩な歴史・⽂化の継承歴史・⽂化の次世
代継承プロジェクト

「グリーン国⼟」に関する主要な施策の事例
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出典︓2050“⽣きるを楽しむ”むらまるごと脱
炭素先⾏地域づくり事業（環境省HP）

事例①︓⻄粟倉村における脱炭素先⾏地域づくり ⻄粟倉村
⻄粟倉村は脱炭素先⾏地域として 2030 年度までに、対象エリアにおける⺠⽣部
⾨の電⼒消費に伴う CO2 排出の実質ゼロを⽬指す。

出典︓COOL CHOICE⾃転⾞シェアリング（環境省HP）

事例③︓地球温暖化緩和策・適応策の取組 岡⼭市、広島県
サイクルシェアリングによる移動時の温室効果ガス削減（緩和策）や平均気温が上
昇するなかでも安定的に⽣産可能なイネの開発（適応策）などを推進。

【緩和策の事例】 【適応策の事例】
⾼温で登熟しても⽞⽶品質の劣化が少ない
品種を奨励品種（恋の予感）に採⽤。

出典︓気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）HP

温暖化対策に資する「賢い選択」を促す国
⺠運動「COOL CHOICE」に採⽤。

地 域 脱 炭 素 化 の 推 進

事例②︓グリーンスローモビリティの導⼊ ⼤⽥市
地域が抱える様々な交通の課題の解決と、地域での低炭素型モビリティの普及を同
時に進められる「グリーンスローモビリティ」の推進。

■運⾏⽇ ■運⾏便数
⽔曜⽇を除く毎⽇運⾏ １⽇ 12〜14便程度
■運賃 ■乗⾞定員
100円〜500円 1台 最⼤6⼈ 出典︓しまね観光ナビ
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事例④︓ブルーカーボン・オフセット推進事業
2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、ブルーカーボン⽣態系を活⽤した吸収源の拡⼤を図るため、藻場の保全活動等の実施者により創出されたCO2吸収量をクレジット
として認証し、CO2削除を図る企業・団体等とクレジット取引を⾏う「ブルーカーボン・オフセット制度」として新たに「Jブルークレジット」制度が創設。

地 域 脱 炭 素 化 の 推 進

60

「グリーン国⼟」に関する主要な施策の事例
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周南市⼤島⼲潟において、地元
による藻場や⼲潟の保全活動で
創出されたブルーカーボンのCO2
吸収量が企業等との間でクレジッ
ト取引され、 クレジット証書交付
式（Ｊブルークレジット証書交付
式）が開催された。

認証式の様⼦

ブルーカーボンプロジェクトin徳⼭下松港

⼤島⼲潟大島地区

徳山下松港

尾道市と浦島漁業協同組合は令和4年9⽉にブルーカーボンのクレジット化を申請し
ており、同12⽉に認定された。市は令和5年4⽉以降、クレジットの購⼊を希望する
企業や団体を公募。

ブルーカーボンプロジェクトin尾道

プロジェクト対象箇所
認証式の様⼦

●認証・発⾏クレジット量 ︓ CO2 吸収量 32.4 [t-CO2]
●クレジット購⼊申込者 ︓16企業・団体

●認証・発⾏クレジット量 ︓ CO2 吸収量 130.7 [t-CO2]
●クレジット購⼊申込者(第1回公募) ︓17企業・団体
●クレジット購⼊申込者(第2回公募) ︓ 2企業・団体

出典︓中国地⽅整備局港湾空港部

周南市、尾道市



底質改善や森林整備、汚⽔処理対策、⽔産資源の保全・再⽣、⼲潟・藻場の保全・再⽣等を、森・⾥・川・海の多様な主体が連携して推進し、⽔産業や親⽔等の多⾯的利
⽤に適した、豊かな⾥海・広島湾の創⽣を⽬指す。

事例⑤︓広島湾再⽣⾏動計画に基づく取組 広島県、⼭⼝県

出典︓広島湾再⽣⾏動計画パンフレット

美 し く 豊 か な ⾃ 然 環 境 の 保 全 ・ 再 ⽣

県⺠、事業者、関係団体、⾏政等が連携・協働して、廃棄物の3Rに関する県⺠総
参加の機運を醸成し、ごみの減量化や循環利⽤等を促進。

事例⑥︓ぶちエコやまぐち３Ｒ県⺠運動の推進 ⼭⼝県

地 域 資 源 循 環 の 向 上

⿃獣害防⽌対策推進委員会が中⼼となって利⽤権等の調整を⾏い、地元農業者
を取組主体として放牧も含めた荒廃農地再⽣利⽤を実施。

事例⑦︓放牧を活⽤した荒廃農地再⽣利⽤ 周南市

出典︓荒廃農地解消対策 逆引きマニュアル

最 適 な 国 ⼟ の 利 ⽤ ・ 管 理

出典︓⼭⼝県循環型社会形成推進基本計画（第４次計画） 61
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歴史的⾵致の維持向上を図ろうとする市町村が策定する歴史的⾵致維持向上計
画を認定し、その取組を⽀援するもの。

事例⑨︓歴史的⾵致維持向上計画に基づく取組 津和野町

出典︓津和野町HP

伝統的建造物群保存地区制度によって、全国各地に残る歴史的な集落・町並みの
保存が図られている。令和３年には⿃取県若桜町若桜地区が選定。

事例⑧︓重要伝統的建造物群保存地区制度に基づく取組 若桜町

多 彩 な 歴 史 ・ ⽂ 化 の 継 承

出典︓⽂化庁HP
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事例⑩︓PFI⽅式による歴史的資源を活⽤した施設の整備・運営
津⼭市

津⼭城・城下町泊プロジェクトは、ＰＦＩ⽅式により価値ある歴史的資源を改修し
活⽤することで、本市の知名度向上や来訪者増⼤のにぎわいづくり、雇⽤の創出や資
⾦⾯での⽂化財保護と活⽤を下⽀えする持続可能な仕組みの構築を⽬指す取組。

出典︓津⼭市HP



本計画において、連携による波及効果を周辺圏域とともに⾼めていくため、必要な交流・連携の強化
及び相互調整を⾏う「他圏域との広域連携プロジェクト」を位置付け、推進する

暮 ら し 産 業 ・ 経 済

安 全 ・ 安 ⼼ グ リ ー ン 国 ⼟

①圏域を超えた⽣活圏形成
●因幡・但⾺地域や東備⻄播地域、瀬⼾内海の島しょ部など圏

域を越えたつながりのある地域の歴史・⽂化を次世代に継承す
るとともに、持続的な社会を形成するため、新たな地域マネジメ
ントの発想に⽴った地域課題の解決と地域の魅⼒向上の観点
から、デジタルとリアルが融合した県境や市町村境にとらわれな
い⽣活圏の形成を推進する。また、地域公共交通や買い物、
医療・福祉・介護等の⽣活サービス機能の維持・確保や、地域
資源を⽣かした産業の振興、地域経済の活性化を図る。

②⻄⽇本回廊形成
●⽇本海側と太平洋側の⼆⾯を効果的に活⽤しつつ、内陸部を

含めた連結を図る「全国的な回廊ネットワーク」の形成に向けて、
⽇本海国⼟軸、太平洋新国⼟軸及び⻄⽇本国⼟軸が相互
に連携することで⻄⽇本４圏域の対流を促進し、シームレスに
つなぐ「⻄⽇本回廊ネットワーク」の形成を推進する。

③⻄⽇本カーボンニュートラルエリア形成
●2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、⻄⽇本４圏域にお

ける⽔素・アンモニア等の新たなエネルギーの需給構造の構築や
CCSの取組を推進する。

④⻄⽇本物流効率化
●⻄⽇本４圏域の物流ネットワークの全体最適化に向けた物流

効率化の取組を推進する。

⑥⻄⽇本広域防災
●隣接圏域のバックアップ体制の構築に向けて、⻄⽇本４圏域

総動員で防災対応機能やインフラ機能を確保するとともに、道路
啓開や航路啓開を迅速に実施できるよう検討するとともに、災害
応援派遣体制の構築などにより⻄⽇本４圏域の防災体制を強
化する。

⑦瀬⼾内海等の環境保全・再⽣
●美しく豊かな⾃然環境を次世代に引き継ぎ、持続可能なグリーン

社会の実現を⽬指すため、多⾯的機能・価値を有する瀬⼾内海
の環境保全・再⽣等により⽣物の多様性の増進及び⽣産性の確
保を図るとともに、ブルーカーボンの拡⼤等の地球温暖化対策や
海洋ごみ対策、中⼭間・島しょ部の⽣活基盤となる産業の⽣産
性向上に向けた取組を推進する。

他圏域との広域連携プロジェクト 近畿圏 中国圏 四国圏 九州圏

63

⑤⻄⽇本広域観光
●観光振興による地域経済の活性化のため、「世界の宝⽯」とも称

される瀬⼾内海を共有財産とし、各圏域が有する歴史・⽂化等
の強みを⽣かして、更なるインバウンドの推進や滞在交流型観
光の振興など広域観光の促進を図る。



九州圏

近畿圏

四国圏

中国圏

圏域を超えた⽣活圏形成
・因幡・但⾺地域や東備⻄播地域、瀬⼾内海の島しょ部など圏域を越えたつながりのある地域の歴史・⽂化を次世代に継承するとと
もに、持続的な社会を形成するため、新たな地域マネジメントの発想に⽴った地域課題の解決と地域の魅⼒向上の観点から、デジ
タルとリアルが融合した県境や市町村境にとらわれない⽣活圏の形成を推進する。また、地域公共交通や買い物、医療・福祉・介護
等の⽣活サービス機能の維持・確保や、地域資源を⽣かした産業の振興、地域経済の活性化を図る。

・「とびしま海道」という共通の財産を持つ広島県呉市と愛媛県今治市は、古くから密接な関係を持ち、航路・道路の多様な交通⼿
段で結ばれ、これまでも今治市関前地区では救急体制や保育所の広域⼊所、ごみ・し尿処理、観光分野などにおいて両市は連携
してきた。圏域を超えた⽣活圏形成により、災害・事故等発⽣時の代替性を確保し、観光振興・市⺠交流などの更なる連携を推進
する。

・また、関⾨海峡という共通の財産を持つ下関市と北九州市は、古くから密接な関係を持ち、鉄道・航路・道路の多様な交通⼿段で
結ばれ、⼀体的な⽣活圏・⽂化圏・経済圏を形成しているところであるが、更なる連携強化のため、災害・事故等発⽣時の代替性
を確保し、観光振興・市⺠交流など「関⾨新連携」を推進する。

瀬⼾内海の離島における暮らしの機能の持続的確保

・診療機能を持つ船舶による瀬⼾内海の離島巡回の取組（瀬⼾内海巡
回診療事業推進事務所）

因幡・但⾺地域（⿃取市・岩美町・若桜町・智頭町・⼋頭町・⾹美町・新温泉町）の連携

東備⻄播地域（⾚穂市・備前市・上郡町）の連携
・東備⻄播定住⾃⽴圏の住⺠の移動⼿段の確保や地域の活性化を⽬
的としたコミュニティバス「ていじゅうろう」の運⾏（東備⻄播定住⾃⽴圏
形成推進協議会）

近畿圏 中国圏

近畿圏 中国圏

中国圏 四国圏

出典︓東備⻄播ともりんく

出典︓国⼟交通省

出典︓総務省

・圏域全体の⽣活関連機能サービスの向
上として、病児・病後児保育や公共図書
館の相互利⽤、圏域移住促進事業等の
連携を推進（因幡・但⾺麒麟のまち連
携中枢都市圏）

暮 ら し
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九州圏

近畿圏

四国圏

中国圏

⻄⽇本回廊形成
・⽇本海側と太平洋側の⼆⾯を効果的に活⽤しつつ、内陸部を含めた連結を図る「全国的な回廊ネットワーク」の形成に向けて、⽇本海国⼟軸、
太平洋新国⼟軸及び⻄⽇本国⼟軸が相互に連携することで⻄⽇本４圏域の対流を促進し、シームレスにつなぐ「⻄⽇本回廊ネットワーク」の
形成を推進する。

・三海⼆⼭の南北連携として、瀬⼾内海の航路や中⼭間地域の鉄道も含めた連携を図るとともに、東⻄連携として、架橋やフェリー航路も含め
た複数の交通モードによる圏域間のリダンダンシーの確保に向けた⾼速交通ネットワークの形成・機能強化を図る。

・なお、⻄⽇本４圏域の交通の要衝である中国圏においては、３本の東⻄軸と⼭陰・⼭陽を結ぶ格⼦状ネットワーク及び空港活⽤による⽇本
海側・瀬⼾内側⼆⾯活⽤を推進する。

太平洋新国⼟軸

下関〜北九州の新たなネットワーク形成
（関⾨海峡プロジェクト）
・下関北九州道路の早期実現に向けた取組（下関北九州道路
整備促進期成同盟会・下関北九州道路建設促進協議会）

出典︓下関北九州道路パンフレット（R6.7）

近畿圏 四国圏 九州圏

中国圏 九州圏

中国圏 四国圏

出典︓国⼟交通省中国地⽅整備局

瀬⼾内側の交通ネットワークの形成
（⻄⽇本国⼟軸）
三海⼆⼭の南北のネットワーク形成・機能強化
（地⽅管理空港活⽤含む）
・３本の東⻄軸と⼭陰・⼭陽を結ぶ格⼦状ネットワークの形成
（中国地⽅整備局）

太平洋新国⼟軸

⻄⽇本国⼟軸

⽇本海国⼟軸

暮 ら し
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⼭陰側の交通ネットワークの形成 （⽇本海国⼟軸）
・⼭陰近畿⾃動⾞道、⼭陰道の整備（中国地⽅整備局）

近畿圏 中国圏

出典︓国⼟交通省中国地⽅整備局

<⼭陰近畿⾃動⾞道の整備>
<⼭陰道の整備>

出典︓⿃取県



⻄⽇本カーボンニュートラルエリア形成
・2050年カーボンニュートラルの実現に向け、⻄⽇本４圏域における⽔素・アンモニア等の新たなエネルギーの需給構造の構築やCCSの取組を推
進する。具体的には、新たなエネルギー利活⽤のためのサプライチェーンの形成を図るため、⻄⽇本４圏域が接する瀬⼾内海沿岸の産業集積など
の⽴地優位性を⽣かして、⽔素・アンモニア等の国際サプライチェーンの拠点となるカーボンニュートラルポートの形成を推進し、⽔素・アンモニア等の
効率的な利⽤・サプライチェーン構築に向けた港湾・貯蔵施設やパイプライン等のインフラ整備、臨海部から内陸部への広域サプライチェーンの構築
等を官⺠が連携して推進するとともに、CO2排出削減が困難な産業（Hard-to-Abate産業）が多く⽴地する臨海部において、官⺠が連携し、
2030年からの事業開始を⽬指したCCSサプライチェーンの構築を推進する。

近畿圏 中国圏 四国圏

産 業 ・ 経 済
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ＣＣＳ事業の取組（先進的CCS選定事業）
【選定案件の位置及び提案企業】



九州圏

近畿圏

四国圏

中国圏

⻄⽇本物流効率化
・⻄⽇本４圏域の物流ネットワークの全体最適化に向けた物流効率化の取組を推進する。具体的には、鉄道と内航海運
等へのモーダルシフトの取組の更なる強化や多様な輸送モードの活⽤、中継輸送拠点の整備、ダブル連結トラックの普及
促進、倉庫などの物流施設の機械化・⾃動化等の物流DXを推進する。

⻄⽇本エリアの複合⼀貫輸送ネットワークの構築（マルチモーダル、内航RORO船、中継拠点整備含む） 近畿圏
中国圏
四国圏
九州圏

・モーダルシフトの受け⽫となる内航RORO船等による複合⼀貫輸送サービスの機能強化（中国運輸局）

・コネクトパーキング宮島等の中継輸送拠点の整備（中国地⽅整備局）

＜各圏域をつなぐ交通・物流の要として位置付け＞

出典︓中国運輸局 「中国地⽅国際物流戦略チーム 第23回部会」

＜内航フェリー・RORO船による複合⼀貫輸送網＞

出典︓中国運輸局 「中国地⽅国際物流戦略チーム 第22回部会」

＜物流効率化に向けた物流中継地点の整備＞
・令和4年3⽉の関⻄―九州の中継地点である広島
県廿⽇市市（宮島SA）で中継輸送の実証実験
を踏まえ、本格的な中継拠点となる「コネクトパーキ
ング宮島」を整備することで、ドライバーの労働環境の
改善を推進。

出典︓⼀般国道２号コネクトパーキング宮島 整備計画

全国で２例⽬の
物流中継拠点

産 業 ・ 経 済
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⻄⽇本広域観光
・観光振興による地域経済の活性化のため、「世界の宝⽯」とも称される瀬⼾内海を共有財産とし、各圏域が有する歴史・⽂化等の強みを⽣か
して、更なるインバウンドの推進や滞在交流型観光の振興など広域観光の促進を図る。具体的には、2025年の⼤阪・関⻄万博の開催による
関⼼の⾼まりを⽣かした⻄のゴールデンルート形成の推進、しまなみ海道サイクリングロード等を始めとするサイクルツーリズムの広域的な推進、瀬
⼾内国際芸術祭などの芸術でつながる広域観光の推進、南北の交流連携の促進に向けた地域の⾃然や暮らしに宿るストーリーを深く体験す
るコンテンツの充実、クルーズ船寄港によるツアー形成等を、圏域間で連携しつつ、効果的な情報発信も含めて推進する。

⼤阪万博を契機とした⻄⽇本の
広域観光の推進
・⻄⽇本‧九州が⼀体となり、それぞれの地域の魅⼒の発信・プロ
モーションに取り組む「⻄のゴールデンルート」を設⽴（福岡県）

瀬⼾内海でつながるサイクルツーリズム
・3つの橋でつながる瀬⼾内エリアを⽇本屈指のサイクリング推進エリアと
する取組を推進（Setouchi Vélo）

クルーズ船寄港によるツアー形成
・瀬⼾内海クルーズ推進会議を構成し、クルーズ船の誘致活動や魅
⼒的なクルーズプランの提案などを実施（国⼟交通省）

⽇本海〜瀬⼾内海〜太平洋の南北連携
による⽇本の原⾵景の体験
・訪⽇旅⾏者向けの特設サイト「Setouchi Journeys」を公開
し、瀬⼾内を3〜5泊程度で周遊できる23ルートを掲載して情
報発信（せとうちDMO）

出典︓Setouchi Vélo JP

エリア︓兵庫県、岡⼭県、広島県、⼭⼝県、⿃取県
徳島県、⾹川県、愛媛県、⾼知県瀬⼾内のサイクリングルート、

サービスを⼀本化出典︓⼀般社団法⼈
⽇本プロジェクト産業協議会

尾道〜瀬⼾⽥航路
サイクルシップの運⾏

（(株)瀬⼾内クルージング）

近畿圏 中国圏 四国圏 九州圏

近畿圏 中国圏 四国圏 九州圏

中国圏 四国圏

近畿圏 中国圏 四国圏 九州圏

出典︓「⻄のゴールデンルート」特設サイト

【参加⾃治体】
⻄のゴールデンルート

九州圏

近畿圏

四国圏

中国圏

瀬⼾内国際芸術祭など芸術でつながる
広域観光
・3年に⼀度に開催する現代アート
の祭典「瀬⼾内国際芸術祭」
（2025年は⼤阪・関⻄万博と
同時期に開催）のほか、開催年
以外もイベント等による魅⼒発信
（⾹川県）

出典︓⾹川県

瀬⼾内国際芸術祭2025
（瀬⼾内国際芸術祭実⾏委員会）

中国圏 四国圏

出典︓せとうちDMO

出典︓(⼀社)⼭陰インバウンド機構

・観光フリーパスや公共交通の乗⾞券がセットとなった訪⽇外国
⼈向けのデジタル周遊パス「Discover Another Japan」アプ
リを販売し、広域周遊観光を促進（ ⼭陰インバウンド機構）

産 業 ・ 経 済
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南海トラフ地震を⾒据えた災害時における官⺠が連携した
バックアップ体制の構築

九州圏

近畿圏

四国圏

中国圏

⻄⽇本広域防災
・内閣府によると、南海トラフ地震発⽣時には近畿圏・四国圏・九州圏にかけての⼀部では最⼤震度７、中国圏でも最⼤
震度６強の強い揺れや津波による⼤きな被害が想定されているものの、中国圏は他圏域と⽐較すると各種インフラの早期
復旧が⾒込まれている。隣接圏域のバックアップ体制の構築に向けて、⻄⽇本４圏域総動員で防災対応機能やインフラ
機能を確保するとともに、道路啓開や航路啓開を迅速に実施できるよう検討するとともに、災害応援派遣体制の構築など
により⻄⽇本４圏域の防災体制を強化する。

近畿圏 中国圏 四国圏 九州圏

出典︓国⼟交通省中国地⽅整備局

・南海トラフ地震を⾒据えた災害時に
おける官⺠が連携したバックアップ体
制の構築（中国地⽅整備局）

出典︓国⼟交通省中国地⽅整備局

中国圏が拠点となり、四国圏等の隣接圏域のバックアップの役割が期待

⾷料、エネルギー、
通信などの確保
の取組等も望ま
れる

災害時における海上輸送路の確保

・緊急確保航路の指定

近畿圏 中国圏 四国圏 九州圏

出典︓国⼟交通省中国地⽅整備局 港湾空港部
出典︓中国地⽅整備局港湾空港部

安 全 ・ 安 ⼼
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九州圏

近畿圏

四国圏

中国圏

瀬⼾内海等の環境保全・再⽣
・⻄⽇本４圏域の共有財産であり、我が国最初の国⽴公園である瀬⼾内海を始めとした美しく豊かな⾃然環境を次世代
に引き継ぎ、持続可能なグリーン社会の実現を⽬指すため、多⾯的機能・価値を有する瀬⼾内海の環境保全・再⽣等に
より⽣物の多様性の増進及び⽣産性の確保を図るとともに、ブルーカーボンの拡⼤等の地球温暖化対策や海洋ごみ対策、
中⼭間・島しょ部の⽣活基盤となる産業の⽣産性向上に向けた取組を推進する。

近畿圏 中国圏 四国圏 九州圏

出典︓広島湾再⽣⾏動計画（第2期）パンフレット

多様な⽣物を育
む、恵み豊かな
⾥海を創⽣する。

⾃然や歴史・⽂
化的資源を⽣か
し、⽔辺の美し
い環境を保全す
る。

⼈々が⾏き交う、
にぎわいと癒やし
の⽔辺空間を創
出する。

瀬⼾内海（閉鎖性海域）の環境保全・再⽣
・⾏政や地域住⺠などが連携して広島湾の保全・再⽣に取り組む広島湾再⽣
プロジェクトの推進（広島湾再⽣推進会議）

グ リ ー ン 国 ⼟
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・瀬⼾内海に⾯する４県（岡⼭県・広島県・⾹川県・愛媛県）と⽇本財団が連携し、⾃治体を
越えた広域の連携体制のもと、閉鎖性海域である瀬⼾内地域での海洋ごみ対策を推進（瀬⼾
内オーシャンズＸ）

出典︓瀬⼾内オーシャンズＸ推進協議会事務局ＨＰ



第5部 計画の推進管理等

●多様な主体の参画・協働
①⼀体的な推進体制
・本計画の推進に当たっては、中国圏広域地⽅計画協議会構成機関を始めとした国、県、市町村、経済界等の多様な主体が、⼗分に連携･
協働を図りつつ、計画が描く将来像の実現に向けた各種施策の展開･具体化を推進する。また、中国地⽅知事会や中国圏広域地⽅計画推
進会議等の既存の中国圏の統括的な組織との緊密な連携により、計画を推進する。

②多様な主体との連携
・本計画を推進するため、⾏政のみならず､住⺠・NPO・企業等の多様な主体を地域づくりの担い⼿と位置付け、これらの主体が従来の公の領
域に加え、公共的価値を含む私の領域や、公と私との中間的な領域で協働するという考え⽅に⽴って、多様な⺠間主体の発意･活動を積極
的に地域づくりに⽣かす取組を進める。

●他計画・施策との連携
・本計画の実効性を⾼めるため、社会資本整備重点計画及び同計画に基づく中国ブロックにおける社会資本整備重点計画、交通政策基本
計画、国⼟強靱化基本計画、国⼟強靱化実施中期計画、まち・ひと・しごと創⽣総合戦略、地域の戦略産業クラスター計画及び地域産業
成⻑プラン、防災基本計画、南海トラフ地震防災対策推進基本計画、国⼟利⽤に関する諸計画、半島地域及び離島の振興に関する⽅針
等の各種⻑期計画と連携して⼀体的な推進を図る。

●計画の進捗管理
・本計画の実効性を⾼めるため、各広域連携プロジェクトの推進に向け、中国圏に関する経済社会情勢、数値⽬標や進捗状況等の各施策の
推進に係る情報を収集・共有し、協議会構成機関から担当を定めて、各種施策の展開・具体化、進捗状況の検証等を⾏うとともに、毎年度、
協議会において計画の推進に向けた課題抽出やその対応等について検討、実施し、プロジェクトを始めとした計画の⼀層の推進を図る。

・また、モニタリングの結果も踏まえつつ、全国計画の政策評価等に合わせて、本計画の評価を適切に実施し、それに基づく計画の⾒直しなど、将
来像実現に向けての必要な措置を講ずる。

・これらの実施においては、地域の関係主体による連携･協働を図るため、協議会の構成機関等により⼗分議論しながら推進する。

計 画 の 推 進 管 理 等
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